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1. 本調査の概要 

 

1－1 調査の目的 

 

 本市の下水道は、中央・和歌川終末処理場や主要ポンプ場において耐用年数を超過する施

設・設備が多数存在し老朽化が進行しており、これら設備の故障対応に要する職員の業務負

荷が年々増加している状況にある。特に和歌川終末処理場は昭和 48 年の建設開始後 47 年

を経過しており、改築更新が喫緊の課題である。今後の人口減少社会の本格化に備えるため、

和歌川終末処理場の汚水処理機能を中央終末処理場に統合し、施設稼働率の向上による抜

本的な事業効率化を図ることとしている。 

 本業務は、限られた予算及び執行体制のもとで、下水道事業のより一層の効率化及びサ

ービスの向上を図るため、 

 ①中央終末処理場と和歌川終末処理場の汚水処理機能の統廃合に伴い必要となる新規

施設（ネットワーク管、ポンプ・水処理・汚泥処理施設等）の整備 

 ②施設・設備の改築更新 

 ③運転管理・保全管理業務 等 

をパッケージ化したコンセッション方式をはじめとする多様な官民連携事業スキームの導

入を検討するとともに、これらの導入に必要となる情報を整備することにより、その有効

性を評価することを目的とし実施するものである。 

【業務の概要】 

（１）業務名 和歌山市下水道官民連携事業導入可能性調査業務委託 

（２）委託期間 令和2年10月2日から令和3年3月8日まで 

（３）業務場所 和歌山市塩屋5丁目3番41号外（和歌川終末処理場外） 

表 1-1 業務対象処理区 

処理区名 
計画区域面積 

（事業計画） 

計画処理人口 

（事業計画） 

中央処理区 2080.0ha（内合流：492ha） 105,600人 

和歌川処理区 468.0ha（内合流：331ha） 24,500人 

表 1-2 業務対象施設 

処理区名 施設名称 備  考 

中央処理区 
中央終末処理場 

処理法：標準活性汚泥法 

処理能力：80,400m3/日 

ポンプ場 合流２箇所 

和歌川処理区 
和歌川終末処理場 

処理法：標準活性汚泥法＋脱色(砂ろ過＋オゾン処理) 

処理能力：50,500m3／日 

ポンプ場 合流１箇所 
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図 1-1 公共下水道、集落排水施設の位置図（和歌山市長期総合戦略 H29 より） 

 

参考） 統廃合事業の概要 

 

表 1-3 統廃合事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 統廃合事業模式図 

 

参考） 施設稼働率、職員当り有収水量の現状 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3 終末処理場の稼働率、職員１人当りの有収水量   

施  設 ⼯事費 
（億円） 

NW ポンプ施設 37.3 
NW 管路施設 49.2 
中央 STP(芦原) 70.9 
中央 STP(汚泥) 34.0 

合 計 191.4 
資料)「下経委 第 6 号 和歌⼭市公

共下⽔道事業効率化検討業務
（平成 28 年度）報告書」より 
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1－2 和歌山市の概要 

 

ａ）地理的・地形的特性 

 本市は県北部に位置し北側を

大阪府に接している。三方を山に

囲まれ、西に紀伊水道をへだてて

淡路島や四国を望むことのでき

る温暖な地である。 

 市の中央部には、中央構造線が

はしり、この南側を流れる紀ノ川

下流の両岸に広がる低地（主とし

て沖積地）に市街地が位置してい

る。また海岸沿いには砂丘及び浜

堤が見られ、工場群が立ち並んで

いる。 古くより水運の拠点とし

て栄えてきた歴史がある（雑賀）。 

 

 

ｂ）社会環境（人口減少・少子高齢化の進展） 

 本市は 20 世紀末までは市街地が拡大し人口が増加する成長型都市であったが 21 世紀に

はいり、少子高齢化に加えて若年層の市外への転出により人口減少が一段と進んだ。さらに、

郊外における大型商業施設の増加や医療福祉施設・教育施設の郊外移転により中心市街地

の活力が低下し、未利用建物や低未利用地が増え、市民が中心市街地から遠のく状況となっ

ている。 

 都市構造そのものを、大きく見直す

必要が生じている（和歌山市まちなか

再生計画（H28.2））。 

 2013 年の社人研推計では 20 年後

の 2040 年に 281 千人まで人口が減

少するものとされているところ、令和

2 年 2 月に策定された第二次和歌山

市人口ビジョンでは2040年に330千

人を維持する人口ラインを望ましい

ものとし、2040 年の人口展望を「300

千人を下回らないこと」としている

（図 1-5）。 

図 1-5 和歌山市人口ビジョン(R2.2)における人口展望 

図 1-4 地質概略図 
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 一方で、2018 年の社人研推計では 2040 年：309 千人まで推計人口が回復しており（図 

1-6）、市の人口展望を上回る予測値が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 2018 年の社人研推計人口（RESAS） 

 

 図 1-8 のとおり 2010～2015 には若年層の市外への転出が前 5 年よりも減少し、生産年

齢人口の転入増もみられることから、数年前よりは減少圧力は緩和されつつあるものの、今

後も地域が一体となり人口減少に歯止めをかけていく必要がある。 

  → 長期総合計画（H29.3）、まち・ひと・しごと創生総合戦略（R2.3）、立地適正化計

画（H30.10）、産業振興ビジョン（H28.3）、まちなか再生計画（H28）、リノベーシ

ョン推進指針（H29.3）などの計画にもとづく人口政策が進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 自然増減・社会増減の推移(RESAS) 

図 1-8 年齢階級別純移動数の時系列推移(RESAS) 

 

 地区別には郊外で人口が増加し、下水道既整備区域である芦原地区などで大幅に減少し

ている（図 1-9）。既存の下水道は人口政策の影響を受けやすい特性を有しているものとみ

ることができる。 
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ｃ）社会環境（産業・経済） 

 市内の産業を大分類別にみると（図 1-10）、卸売業・小売業：38.0％、製造業：22.0％、

医療・福祉：16.5％、建設業：6.5％の順に売上高が多く、製造業の内訳（図 1-11）では、

従業員数で化学工業、生産用機械器具製造業、鉄鋼業、はん用機械器具製造業が、事業所数

で繊維工業、食料品製造業、金属製品製造業、家具・装備品製造業が多くなっている。本市

の工業は、鉄鋼、化学などの重化学工業と、古くから地域に根ざした中小企業を中心とする

繊維、木工、皮革や機械金属等の二極構造になっており、それぞれ恵まれた自然条件と卓越

した生産技術を基盤として進展してきたものである。 

 本市下水道の特徴として、これら工場排水の受入れ・処理があげられる。殊に、和歌川終

末処理場は繊維工場等から排出される染色排水を処理する特別な機能を担っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-10 産業大分類別売上高（企業単位）の構成比（RESAS） 

図 1-9 地区別人口増減率（和歌山市 HP） 

人口増減率（国勢調査地方集計） 

     (2015 -2010)/2010 
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図 1-11 製造業の産業中分類別従業者数・事業所数（RESAS） 

 

 図 1-12 のとおり、本市における所得の流入出は大きくはなく、地域経済はほぼ域内で

循環している（自立している）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-12 地域経済循環図（RESAS） 
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ｄ）市の財政 

 本市では平成14年11月に「財政健全化計画」を策定したが、平成16年度には市税と地方

交付税等の大幅減収により一般会計の実質収支が約8億円の赤字に陥った。さらに、平成19

年度には、連結実質赤字比率が早期健全化基準を超えたため、以降、市税等の収納対策、職

員数削減、職員給与の見直し、未利用地の活用・処分などによる財政健全化に向けた取り組

みを着実に推進している。 

 当時は、企業債償還費の増加などにより下水道事業の市財政に及ぼす影響が拡大しつつ

ある時期にあった。以降、下水道使用料の改定などにより下水道事業の収支改善に努め、一

般会計への財政負担の軽減が図られている。 

 以上の経緯から下水道事業には、一般会計負担の多寡を意識した事業運営が求められる

ものといえる。 

 なお、下水道は平成30年度から地方公営企業法の適用を受け、企業会計に移行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-13 一般会計と下水道特別会計の当時の

関係を表す資料－－財政健全化計画

（H17.12）より 

 

 

 本市の財政指標の推移を図 1-14に示す。 

 経常収支比率が高率で推移しており財政の硬直化が持続している。将来負担比率、実質公

債費比率は全国平均と比べて極めて大きい値となっている（2～3倍）。一方で、人口当たり

職員数や人件費・物件費等は全国平均よりも小さく効率的である。 
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図 1-14 各種財政指標の推移（RESAS） 

 

ｅ）地域の取り組み 

 「第5次和歌山市長期総合計画（H29.3）」にもとづき「きらり輝く元気和歌山市」を実

現するため、４つの目標「安定した雇用を生み出す産業が元気なまち」「住みたいと選ば

れる魅力があふれるまち」「子供たちがいきいきと育つまち」「誰もが安心して住み続け

られる持続可能なまち」を掲げてまちづくりに取り組んでいる。 

 また、「和歌山市産業振興ビジョン（H28.3）」では、関西国際空港に近接するとともに港

湾を擁するという地理的・地形的な優位性を活かして「産業活力拠点の整備」「総合的な企

業支援体制の強化」「立地優遇措置の拡充」「ものづくりの高付加価値化」を掲げている。 

 「第 2 期和歌山市まち・ひと・しごと創生総合戦略（R2.3）」では、総合計画の４つの目

標別に重点施策を整理し、「SDGs 未来都市」「Society5.0 の実現」「民間との協働」「周辺自

治体との連携」「関係人口の拡大」等をポイントとした取組を推進することとしている。 

 具体的な取組として、表 1-4 の構造改革特区認定を受けた取組のほか、「わかやまリノベ

ーション推進指針（H29.3）」（図 1-15）、「地方再生コンパクトシティモデル都市（国交省、

H30）」（図 1-16）などがある。 

表 1-4 構造改革特区による取り組み 

申請主体 特区の名称 内容（キーワード） 

和歌山県 新ふるさと創り特区 
農業・自然・歴史の総合体験型観光産業 
新規産業の創出 ⇒定住促進 

  〃 元気まちおこし特区 
大規模小売店舗立地法の手続き簡素化による

中心市街地の活性化 

和歌山市ほか 
小規模・地域密着型グルー

プホーム整備特区 
指定知的障害者地域生活援助事業の指定要件

の緩和 

和歌山市 どぶろく特区 どぶろくづくりの推進による６次産業化 
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図 1-15 わかやまリノベーション推進指針（概要版抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-16 地方再生コンパクトシティモデル都市 
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1－3 事業発案に至った経緯・課題 

 

①和歌山市が抱えている課題（本業務で明らかにしたい事項） 

 本業務で明らかにしたい事項は、図 1-17 のとおりである。 

 終末処理場の施設・設備の老朽化の進行に伴う設備故障対応に係る業務負荷が年々増加

しているため、本市では、和歌川終末処理場と中央終末処理場の統廃合事業、施設・設備の

更新事業、維持管理、運営業務等について、官民連携手法の導入を検討することとしている。

官民連携手法については、平成 30 年度に内閣府の支援業務にて VFM の算定を行ったとこ

ろであるが、令和元年度に見直した更新計画（ストックマネジメント実施計画）を反映させ

た VFM にて事業性を再評価する必要がある。 

 終末処理場の統廃合事業には、ポンプ場やネットワーク管、工場系汚水の水処理施設等の

新設事業が含まれる。新設事業と改築事業の双方を含むコンセッションは国内に事例がな

いため、新設・改築・維持管理・運営のパッケージ化スキームを構築し、事業効果を把握す

るとともに、事業化に係る課題を整理して「新設・改築パッケージ型コンセッション」の導

入可能性を明らかにしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-17 本業務で明らかにしたい事項 

  

○下水道施設では中央・和歌川終末処理場や主要 場で老朽化が進行してお

り、耐用年数を経過する施設・設備が多数存在 
○これらの設備の故障対応の職員の負荷が年々増加 
○和歌川終末処理場の処理機能の一部を中央終末処理場に統合予定 

【現状・課題】 

○老朽化が進んだ和歌川、中央終末処理場の統廃合と更新、また合流 場の更

新、さらに運営、維持管理等について、官民連携手法導入検討（

実施計画から目標耐用年数における更新需要を財務ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝに反映） 
【対処⽅針】 

○「新設・改築 型

」の効果の検討 
 ①中央・和歌川終末処理場の統廃合

の建設費の削減 
 ②将来的な改築更新費削減 
 ③運転管理に関する

費等の削減 
 ④発生汚泥の有効利用等による事

業収益の可能性 

【本業務の 
検討事項】 

○「新設・改築 型 」

の課題の整理 
 ①責任分界の設定や 分担の観点か

らの対象範囲の設定 
 ②競争性の観点からの対象範囲の設定 
 ③民間事業者参画の阻害とならないよ

うな投資計画等の設定 
 ④新設や改築更新と の関

係の検討 
 ⑤その他課題の整理 

○「新設・改築パッケージ型コンセッション」の導入可能性 
（上記が困難な場合は代替の事業化スキーム） 

【明らかに 
したい事項】 
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②上位計画との関連性 

 和歌山県官民連携プラットフォーム：本件検討結果はプラットフォームを通じて産官学

金で情報共有を図り案件の具体化を図る予定 

 

③上記課題への対策としてこれまで実施している施策や調査等 

 【統廃合事業について】 

  (1) 平成 26 年度（委託）：和歌山市公共下水道終末処理場ネットワーク検討業務 

  (2) 平成 28 年度（委託）：和歌山市公共下水道事業効率化検討業務 

  ⇒3-3 にて検討結果を概説 

 【官民連携事業について】 

  (3) 平成 30 年度（委託、内閣府支援事業）：上下水道事業経営診断・施設効率化による

民間資金等活用事業調査 

  ⇒上下水道事業における公共施設等運営権事業を含めた官民連携手法導入の検討

及び VFM 試算を行い、各事業について一定の効果を確認 

 【改築投資計画】 

  (4) 平成 30 年度（委託）：和歌山市下水道ストックマネジメント全体計画 

  ⇒下水道ストックマネジメント基本計画（管路編）（終末処理場編）（雨水ポンプ場

編）（汚水ポンプ場編）のとりまとめ 

  (5) 令和元年度（委託）：和歌山市下水道ストックマネジメント実施計画 

  ⇒下水道施設全体において、リスク評価を踏まえた具体的な改築実施計画を策定

（事業期間 5 年間） 

 

④当該事業の発案経緯 

 ○和歌山市公共下水道経営戦略（平成 31 年 3 月） 

   事業の効率化・健全化のため、民間活力の活用（PPP/PFI 手法の導入）の検討を行

うこととしている。 

 ○PPP/PFI 推進アクションプラン 

   同プランに基づき本市の下水道事業においても、効率的な整備や管理を図るために

コンセッション制度の導入を検討する必要があるものと判断した。 
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⑤当該事業の必要性 

 既存のコンセッション事業は、処理場や汚水ポンプ場の維持管理および更新工事を対象

とした「改築パッケージ型コンセッション」であるところ、本市ではこれらに加え、処理場

統廃合に係る施設の新設を含めた「新設・改築パッケージ型コンセッション」の導入を検討

する。新設工事も含めたコンセッションスキームには事例がなく先導性があるものと考え

ている。 

 

 

 

 

 

 

図 1-18 既存スキームと今回検討対象スキームの違い（イメージ） 

 

 

1－4 検討体制 

 

①本市の検討体制 

 下水道部の各課が参画して庁内協議を行う体制としており、委託業務の業務管理は、下水

道企画課および終末処理場管理課が主体となり実施する。 

 

 

 

 

 

 

図 1-19 検討体制 

②民間の関係者との協力体制 

 図 1-19 のとおり、委託業者にて地元の金融機関（紀陽銀行）からのアドバイスを受けて

業務を執行することとしている。地域事情をふまえた検討が行われる体制である。 

 また、本業務では地元団体を含む民間企業にヒアリングを実施することとしている。早い

段階で事業内容について意見交換を行うことにより、良好な連携体制が構築できるものと

考えている。 

 本業務終了後は、事業内容が具体化されていく段階で「和歌山県官民連携プラットフォー

ム」を活用し、民間企業等への情報提供を図る予定である。 

  

【和歌山市企業局下水道部】 

 下水道企画課 下水道施設課 終末処理場管理課 

委託契約 

協力企業 
EY 新日本有限責任監査法人 

株式会社ＮＪＳ 
紀陽銀行 

アドバイザ 

維持管理

改
築

改
築

契約開始 契約終了

改築パッケージ型コンセッション

維持管理

改
築

改
築

契約開始 契約終了

新設・改築パッケージ型コンセッション

新
設
（
統
廃
合
）

浜松市等既存事業形式 本市が導入検討している形式

民間の資金、経営能力、ノウハウの活用効果
※出典）国土交通省資料より（一部加筆）
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2. 本業務の内容およびフロー 

 

2－1 業務の内容 

 

 本業務の内容は以下のとおりである（業務委託特記仕様書より）。 

（１）資料の収集・整理 

 中央処理区における中央終末処理場と関連する合流ポンプ場（以下、「中央終末処理場

等」という）、和歌川処理区における和歌川終末処理場と関連する合流ポンプ場（以下、

「和歌川終末処理場等」という）において、官民連携事業の導入検討を行ううえで必要と

なる計画関連図書、維持管理実績図書、現況施設図面、委託仕様書、施設台帳、財産情報

等資料、直営執行体制関連資料等を収集・整理する。 

（２）法制度等の整理 

 包括的民間委託、PFI、DBO、コンセッション等の官民連携事業の導入や事業者選定に

おいて適用される関連法制度を整理する。また、官民連携事業の先進的な先行事例を整理

する。 

※先進的な先行事例については、本市の事業スキーム案に沿った事例整理とする。 

（３）官民連携事業スキームの検討 

 以下の点に示す官民連携事業スキームの検討を行う。 

・事業範囲（運営・維持管理、ユーティリティ調達管理、修繕、大規模修繕・改築、処理

場統廃合に伴う整備等）の検討 

・対象施設（中央処理区の各施設、和歌川処理区の各施設）の検討 

・事業手法（包括的民間委託、DBO、PFI、コンセッション等）の検討 

・事業期間の検討 

※他都市等の先進的な下水道事業との比較を行い、先進的・先導的となるような事業

スキームを検討する。 

※官民連携事業導入までのスケジュール（案）の検討を併せて行う。 

（４）市の執行体制の検討 

 現状の本市公共下水道における市の執行体制に係る業務の確認・洗出し及び業務量の分

析を行い、官民連携事業を導入した場合の市の直営執行体制に係る業務コスト削減効果の

測定を行う。併せて、官民連携事業導入後のモニタリングの実施体制・内容の検討を行う。 

（５）民間事業者に対する市場調査 

 官民連携事業の実施の受け皿となることが想定される民間事業者を複数業者抽出し、そ

れらの民間事業者に対して、上記３）で作成した官民連携事業スキームについて、以下の

点等を市場調査する。 

・官民連携事業への参画意向 

・事業スキームの妥当性 
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・導入スケジュール（案）の妥当性 

・維持管理、改築、統廃合に伴う整備等の事業実施内容 

・概算事業費 

（６）官民連携事業導入効果測定 

 前節までの検討結果に基づき、官民連携事業スキームを設定し、その概算事業費を算定

する。そのうえで、VFM（バリュー・フォー・マネー）算定の前提条件（税金や資本金、

各種必要費用等）を整理し、VFM 算定のシミュレーションを実施する。さらに、VFM 算

定シミュレーション結果について、現状の維持管理費の実績や財政計画と照合し、導入の

適否を検証する。 

（７）総括 

 前節までの検討結果を総括して、最適な官民連携事業スキーム（案）（短期・中期、長

期）、導入スケジュール（案）、官民連携事業導入後の執行体制（案）、VFM 算定シミ

ュレーション結果、導入までの課題等を整理し、官民連携事業を導入した事業実施に向け

実施方針（案）を作成する。また、それらの内容について、庁内向け事業概要説明資料を

作成する。 

（８）報告書の作成 

 本業務の調査及び検討内容を報告書として取りまとめる。報告書は本業務での検討プロ

セス及び検討結果を取りまとめるとともに、導入までの課題等を整理する。当該事業の報

告書のとりまとめにあたっては、関係者以外でも理解しやすいように、わかりやすく整理

する。 

 なお、本業務は国土交通省総合政策局令和２年度先導的官民連携支援事業の採択を受け

ていることから、上記の報告書とは別に国土交通省指定の「報告書フォーマット」に基づ

く報告書の作成を行うものとする。 
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2－2 業務フロー 

 

業務フローを以下に示す。各種の情報整備を行い、民間事業者とのコミュニケーション

を確保しながら検討調査を実施し、調査結果を取りまとめるフローである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 業務フロー 

 

  



16 

 

表 2-1 業務スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年

月

3/8工期

■資料の収集・整理

■法制度等の整理

　関連法制度整理

　先進的先行事例整理

■官民連携事業スキームの検討

　事業範囲の検討

　対象施設の検討

　事業手法の検討

　事業期間の検討

　導入スケジュール案の検討

■市の執行体制の検討

　市の執行体制の確認・分析

　業務コスト削減効果の測定

　モニタリング体制・内容の検討

■民間事業者に対する市場調査

　民間事業者の抽出

　民間事業者に対する市場調査

■官民連携事業導入効果測定

　概算事業費の算定

　VFM算定条件の整理

　VFM算定シミュレーション

　官民連携事業スキーム導入の適否検証

■総括

　実施方針（案）作成

　事業概要説明資料作成

■報告書作成

　市提出用 目次案作成

　総合政策局提出用

■和歌山市打合せ

納品

■総合政策局実績報告等 報告書案提示

提出

３月
項　　目

１２月 １月１０月 １１月

令和３年

２月

令和２年
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3. 和歌山市下水道の現状（資料の収集整理） 

 

3－1 下水道の概要 

 

a) 下水道計画の概要 

本市は、紀伊半島の西北端、紀の川河口に位置し、北は和泉山脈の山々に囲まれ、西は紀

淡海峡に面している。肥沃な和歌山平野に育まれ、農産業や林産業が活発に行われる、本県

政治・経済の中心地である。 

交通は、阪和自動車道、京奈和自動車道、第二阪和国道及び国道 24・26・42 号の幹線道

路、JR 西日本の紀勢本線・阪和線・和歌山線、南海電気鉄道の南海本線・加太線・和歌山

港線、和歌山電鐵貴志川線があり、本市を中心として、大阪、奈良、紀南方面へとつながり、

和歌山県の交通の中心となっている。更に、和歌山港からは四国徳島市との間に定期航路が

あり、関西国際空港へは高速道路、鉄道でつながり、陸海空の交通拠点となっている。 

本市では、古くから水害対策が大きな課題となっており、戦前より排水対策を優先的に行

っていた。昭和 17 年に中心市街地の約 455ha を排水面積とした２ヶ所の排水ポンプ場の

計画決定を行い、本市の下水道事業が開始された。 

戦後には、化学・染業・皮革等の工場排水と生活様式の変化に伴う水活排水の増加により

市内河川の汚濁が進行し、周辺環境の悪化が大きな社会問題となってきた。そのため、昭和

32 年に和歌川流域の染色、化学工場を対象とした特別都市下水路事業を計画し、本格的に

下水道事業を開始した。 

その後も、下水道事業を鋭意実施し、市民の生活環境の改善や浸水の防除等、本市の街づ

くりに大きく貢献している。 

下水道事業における計画は、平成 25 年度に全体計画の変更を行い、事業計画は平成 30

年度に最新の変更を行っている。 

本市の下水道事業は中央、和歌川、北部の 3 処理区を有し、全て単独公共下水道事業とな

っている。それぞれ、中央終末処理場、和歌川終末処理場、北部終末処理場が稼働しており、

ポンプ場は事業計画上合流 3 箇所、汚水 8 箇所、雨水 26 箇所、合わせて 37 箇所となって

いる。 

 また、合流改善計画の対策概要は表 3-2 のとおりであり、中央終末処理場には高速ろ過

施設、和歌川終末処理場には既存の最初沈殿池を改造した雨水滞水地などが対策として実

施されている。 
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表 3-1 下水道事業計画概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中央
処理区

和歌川
処理区

北部
処理区

計
中央

処理区
和歌川
処理区

北部
処理区

計

－

－

－ 分流・合流 分流・合流 分流 － 分流・合流 分流・合流 分流 －

人

人 137,800 22,500 116,500 276,800 105,600 24,500 49,100 179,200

2,961 468 2,813 6,242 2,080 468 1,065 3,613

(492) (331) － (823) (492) (331) － (823)

日平均 m3/日 64,400 26,000 50,300 － 43,700 26,700 18,500 －

日最大 m3/日 78,200 28,200 62,400 － 54,400 29,200 23,200 －

時間最大 m3/日 118,900 50,400 92,000 － 79,800 51,700 33,800 －

雨天時最大 m3/日 168,643 101,347 － － 133,424 105,329 － －

－
中央終末
処理場

和歌川終末
処理場

北部終末
処理場

－ 同全計 同全計 同全計 －

計画処理能力（晴天） m3/日 78,200 28,200 62,400 － 80,400 50,500 23,400 －

計画処理能力（雨天） m3/日 168,643 101,347 － － 241,200 151,500 － －

水処理方式 －
凝集剤添加
活性汚泥法

凝集沈殿+
凝集剤添加
活性汚泥法

+砂ろ過
+ｵｿﾞﾝ処理法

凝集剤添加
活性汚泥法

－ 同全計 同全計 同全計 －

汚泥処理方式 －
濃縮→消化→
脱水→焼却→
海洋埋立

濃縮→脱水→
焼却→海洋埋
立

濃縮→消化→
脱水→焼却→
海洋埋立

－
濃縮→脱水→
焼却→海洋埋
立

同全計 同全計 －

BOD mg/L 220 170 190 － 220 170 190 －

SS mg/L 150 180 140 － 150 180 140 －

COD mg/L 150 170 100 － 150 170 100 －

T-N mg/L 35 35 35 － 35 35 35 －

T-P mg/L 4.5 2.5 4.0 － 4.5 2.5 4.0 －

着色度 mg/L － 180 － － － 180 － －

BOD mg/L 15 15 15 － 15 15 15 －

SS mg/L 40 40 30 － 40 40 30 －

COD mg/L 30 30 15 － 30 30 15 －

T-N mg/L 30 30 30 － 30 30 30 －

T-P mg/L 0.5 0.5 0.5 － 0.5 0.5 0.5 －

着色度 mg/L － 80 － － － 80 － －

BOD mg/L 15 15 15 － 15 15 15 －

T-P mg/L 1.0 1.0 1.0 － 1.0 1.0 1.0 －

箇所 2 1 － 3 2 1 － 3

箇所 10 1 2 13 7 1 0 8

箇所 15 1 8 24 16 1 9 26

（出典）和歌山市公共下水道全体計画　計画説明書　平成25年度（和歌山市下水道部、㈱昭和設計）

（出典）和歌山市公共下水道事業計画　変更協議申出書　平成30年度（和歌山市企業局）

（出典）和歌山市公共下水道事業計画　変更協議申出書　平成28年度（和歌山市）

（出典）和歌山市公共下水道事業計画　変更協議申出書　容量計算書　平成25年度（和歌山市建設局下水道部）

単位項　目

全体計画 事業計画

平成25年度（2013年度） 平成30年度（2018年度）策定年度

令和12年度（2030年度） 令和 2年度（2020年度）

合流

汚水

雨水

名称

計画期間

行政人口

計画人口

排除方式

ﾎﾟﾝﾌﾟ場

処理場 計画
流入
水質

計画
放流
水質

354,000

目標
放流
水質

計画区域
ha

計画下水量

335,000

(内合流) 
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表 3-2 合流改善対策の概要 

処理区名 吐き口 合流改善対策 

中央 

堀詰橋第 1 

・遮集量の増強 

・貯留管の設置（貯留能力 420ｍ3） 

・夾雑物除去施設の設置 

堀詰橋第 2 
・貯留管の設置（貯留能力 249ｍ3） 

・夾雑物除去施設の設置 

堀詰橋第 3 
・貯留管の設置（貯留能力 412ｍ3） 

・夾雑物除去施設の設置 

本町ポンプ場 ・既存施設の改造（貯留能力 600ｍ3） 

手平ポンプ場 
・遮集量の増強 

・雨水ポンプ起動水位の変更 

中央処理場第 1 
・遮集量の増強 

・簡易処理の高度化（新規施設設置） 

和歌川 

芦原ポンプ場 ・遮集量の増強 

堀止ポンプ場 
・貯留管の設置（貯留能力 424ｍ3） 

・夾雑物除去施設の設置 

和歌川処理場第 1 ・雨水ポンプ起動水位の変更 

和歌川処理場第 3 
・遮集管の増強 

・既存施設改造（貯留能力 2,822ｍ3） 

 （出典）和歌山市公共下水道事業計画 変更計画説明書 平成 28 年度（和歌山市） 
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（出典）汚水計画図（和歌山市企業局下水道部 HP） 
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（出典）和歌山市公共下水道事業計画 計画一般図 平成 25 年度（和歌山市） 
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（出典）和歌山市公共下水道事業計画 計画一般図 平成 29 年度（和歌山市） 
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（出典）和歌山市公共下水道事業計画 計画一般図 平成 25 年度（和歌山市） 
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b) 下水道普及状況 

 本市における平成 30 年度末現在の下水道普及状況は表 3-3 のとおりである。 

 事業計画に対する整備率は中央処理区：78.0%、和歌川処理区：87.4%、北部処理区：51.2%

となっており、特に北部処理区の整備率が低い状況にある。 

全体計画に対する整備率は中央：54.8%、和歌川：87.4%、北部：19.4%であり、中央・北

部処理区で事業計画区域外の整備が残っている状況である。 

行政人口に対する人口普及率は 39.9%となっており、水洗化率は中央：84.7%、和歌川：

88.5%、北部：81.8%である。図 3-1 に有収水量の推移を示すが、一般家庭は増加、化学工

場等は減少してきていたが、近年は横ばいで推移している。 

管渠整備延長は、中央：554.3km、和歌川：105.0km、北部：172.1km で、全処理区計で

831.4km となっている。図 3-2 に年度別の管渠整備延長を示すが、下水道管渠は昭和 24 年

から整備に着手し、平成 29 年度末現在、初期に整備された約 60km（約 7%）の管渠が整備

後 50 年を経過している。 

 

表 3-3 下水道普及状況（平成 30 年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位 中央処理区 和歌川処理区 北部処理区 計

行政人口（住民基本台帳） ① 人 － － － 367,802

全体計画面積 ② ha 2,961 468 2,813 6,242

事業計画面積 ③ ha 2,080 468 1,065 3,613

整備面積 ④ ha 1,622.2 409.0 545.5 2,576.7

供用開始面積 － ha 1,536.5 383.1 461.2 2,380.8

供用開始人口 ⑤ 人 89,833 22,896 34,024 146,753

水洗化人口 ⑥ 人 76,060 20,271 27,822 124,153

整備率　対全体計画 ④/② % 54.8% 87.4% 19.4% 41.3%

整備率　対事業計画 ④/③ % 78.0% 87.4% 51.2% 71.3%

人口普及率　対行政人口 ⑤/① % － － － 39.9%

水洗化率 ⑥/⑤ % 84.7% 88.5% 81.8% 84.6%

管渠整備延長 － m 554.3 105.0 172.1 831.4

（出典）公共下水道（汚水）事業進捗状況（平成30年度末現在）（和歌山市企業局下水道部HP）

（出典）令和元年度　統計資料（和歌山市）

（出典）和歌山市公共下水道全体計画　変更協議申出書　平成28年度（和歌山市）

項　目
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（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

図 3-1 有収水量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

図 3-2 年度別管渠整備延長（平成 29 年度末現在） 
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c) 下水道施設の整備状況 

 本市における令和元年度末現在の処理場整備状況は表 3-4 のとおりである。 

 終末処理場は、供用開始から 2019 年度末までで中央：33 年、和歌川：36 年、北部：19

年が経過しており、現有処理能力は、中央：80,400ｍ3/日、和歌川：50,500ｍ3/日、北部：

17,550ｍ3/日を有している。 

各処理場とも事業計画では凝集剤添加活性汚泥法であるが、現状では標準活性汚泥法で

あり、汚泥処理は濃縮、脱水後、中央及び和歌川で焼却を行っている。事業計画上、北部終

末処理場では、消化と焼却が位置付けられているが、現状では両施設ともなく、脱水汚泥に

ついては、中央終末処理場まで車両運搬し、焼却処分を行っている。 

 

表 3-4 処理場整備状況（令和元年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市の終末処理場（和歌山市企業局下水道部 HP） 

写真 1 中央終末処理場全景 

項目 単位 中央終末処理場 和歌川終末処理場 北部終末処理場

供用開始日 － 昭和62(1987)年11月1日 昭和59(1984)年11月1日 平成13(2001)年4月1日

水処理方式 － 標準活性汚泥法
凝集沈殿+

標準活性汚泥法
+砂ろ過+オゾン処理

標準活性汚泥法

汚泥処理方式 － 濃縮→脱水→焼却 濃縮→脱水→焼却 濃縮→脱水→中央へ搬送

現有処理能力 m3/日 80,400 50,500 17,550

（出典）和歌山市公共下水道事業　経営戦略　2019年3月（和歌山市企業局）

（出典）和歌山市公共下水道全体計画　計画説明書　平成25年度（和歌山市下水道部、㈱昭和設計）

（出典）2019年度　北部終末処理場　運転年報　フローチャート
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（出典）和歌山市の終末処理場（和歌山市企業局下水道部 HP） 

写真 2 和歌川終末処理場全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市の終末処理場（和歌山市企業局下水道部 HP） 

写真 3 北部終末処理場全景 
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（出典）和歌山市公共下水道事業計画 計画一般図（平成 25 年度）データ（和歌山市） 
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（出典）和歌山市公共下水道事業計画 計画一般図（平成 25 年度）データ（和歌山市） 
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（出典）和歌山市公共下水道事業計画 計画一般図（平成 25 年度）データ（和歌山市） 
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 本市のポンプ場は、平成 29 年度末現在で合流・汚水あわせて 11 箇所が稼働している。 

 本業務の対象施設は、中央処理区：手平・本町中継ポンプ場（合流）、和歌川処理区：芦

原中継ポンプ場（合流）であり、運転開始日から 2019 年度末までの経過年数は、手平：38

年、本町：31 年、芦原：33 年となっている。 

 

表 3-5 既設ポンプ場（合流・汚水）（平成 29 年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

図 3-3 既設ポンプ場位置図（合流・汚水、処理場含む）（平成 29 年度末現在） 
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d) 下水道事業の経営状況 

1) 下水道使用料収入の推移 

 下水道使用料は平成 19 年度、平成 24 年度の使用料値上げや、水洗化人口の増加により、

年々増加しているが、節水意識の高まり等により近年は横ばい傾向が続いている。 

 下水道使用料を区分別にみても、一般家庭分、化学工場等ともに近年は横ばい傾向が続い

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

図 3-4 下水道使用料（一般）及び水洗化人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

図 3-5 区分別使用料内訳の推移 
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2) 収益的収支比率及び経費回収率の推移 

 本市の収益的収支比率1は、平成 24 年度から平成 28 年度までの過去 5 年間の推移をみる

と、維持管理費の増加や地方債償還金の増加等により 79.8%から 77.7%と減少傾向にある

（借換債発行による影響分を除く）。 

 また、経費回収率2は、平成 24 年度から平成 28 年度までの過去 5 年間の推移をみると、

汚水処理にかかる維持管理費の増加や地方債償還金の増加、分流式下水道に要する経費の

算出式の変更等により 100%から 91.5%となっている。 

 

表 3-6 収益的収支比率・経費回収率の推移 

 

 

 

 

 

※平成 29 年度は地方公営企業法の適用に伴う打ち切り決算のため参考値として記載 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

 

  

                                                  
1 収益的収支比率：使用料収入や一般会計繰入金等の総収益で、総費用に地方債償還金を

加えた費用をどの程度賄えているかを表す指標。当該指標は単年度の収支が黒字であるこ

とを示す 100%以上となっていることが必要とされている。 
2 経費回収率：使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表す指標。当

該指標は使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 100%以上である

ことが必要とされている。 
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3) 企業債残高の推移 

 企業債残高は、平成 22 年度をピークに減少しており、平成 29 年度末現在の企業債残高

は約 1,038 億円、起債償還額は約 66 億円となっている（借換債分を除く）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

図 3-6 企業債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 

図 3-7 起債償還費の推移 
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4) 経営比較分析表の状況 

 本市における各経営指標は、いずれも類似団体平均と比べて悪い傾向にあり、経営面改善

のための検討・対策が必要な状況となっている。 

 

表 3-7 経営比較分析表の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 
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5) 財政計画 

 2019 年 3 月策定の和歌山市公共下水道事業経営戦略における財政計画を以下に示す。 

 財政計画における収益的収支及び資本的収支算定の考え方は以下のとおりである。 
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 収益的収支においては、2028 年度で下水道使用料収入は約 32 億円、維持管理経費は約

31 億円としており、当年度純利益は約 5 億円と計画している。 

 資本的支出においては、2028 年度で建設改良費は約 50 億円、企業債償還金は約 60 億円

としており、資本的収入額が資本的支出額に不足する額は約 52 億円と計画している。 

 2028 年度において、流動資産は約 6 千万円、企業債残高は約 918 億円、他会計繰入金は

約 77 億円と計画しており、他会計繰入金の内訳は、収益的収入分の基準内約 57 億円、基

準外約 2 億円、資本的収入分の基準内約 10 億円、基準外約 8 億円となっている。 

  



38 
 

【財政計画】 

 
（1）収益的収支 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 
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【財政計画】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 
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【財政計画】 

 
（2）資本的収支 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 
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【財政計画】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）和歌山市公共下水道事業 経営戦略 2019 年 3 月（和歌山市企業局） 
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3－2 更新投資計画 

 

将来の更新・投資計画を整理し、中長期における投資見通しを把握することで、一般会計

への長期的な影響を把握することができる。 

本市では、直近 10 年間の更新（投資）計画のほか、ストックマネジメント（SM）全体計

画において処理場・ポンプ場施設、管路施設において最適な改築シナリオを設定し、将来の

事業規模の検討を行っている。 

また、本市の管路施設は事業計画 3,613ha に対して、現在処理区域面積（2019 年度末時

点）2,601ha であり、未整備地域が残っていることから引き続き面整備を進める必要がある。 

なお、コンセッションの対象は汚水事業のみであることから、合流式下水道については雨

汚水を分離する必要がある。 

 

以上を踏まえ、将来の更新・投資に係る費用算定を行うこととする。 

 

a）直近１０年間の更新投資計画 

 本市は処理場施設、ポンプ場施設において、2019～2030 までに実施する新設・改築事

業の精査を行っている。 

 

表 3-8 直近 10 か年の更新投資の概要 
事業名 事業の必要性 事業の有効性 

ポンプ場

整備事業 
【ポンプ場施設の老朽化対策】 
・ポンプ場施設の改築工事実施、ストックマネジメント計

画の実施 
【ポンプ場施設の耐震対策】 
・ポンプ場施設の耐震診断および耐震補強工事の実施 

・老朽化したポンプ場施設

の改築および長寿命化を

図る。 
・下水道総合地震対策計画

に基づき、ポンプ場施設

の耐震化を進める。 
処理場整

備事業 
【処理場の老朽化対策】 
・処理場施設の改築工事実施、ストックマネジメント計画

の実施 
【処理場の耐震対策】 
・下水道総合地震対策計画に基づき、処理場施設の耐震・

耐津波化を進める。 
  【処理場のネットワーク（以下、NW という。）化】 
・和歌川終末処理場と中央終末処理場とのネットワーク計

画策定および工事実施 

・老朽化した処理場施設の

改築および長寿命化を図

る。 
・下水道総合地震対策計画

に基づき、処理場施設の

耐震・耐津波化を進め

る。 
 ・処理場の効率的な維持

管理を行うため、処理場

間のネットワーク化を進

める。 
・ストックマネジメント計

画による改築を実施する

とともに建設費を平準化

する。 

 

改築事業一覧及び新設事業一覧を資料編に示す。 
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b）SM 全体計画 

 SM 全体計画における処理場・ポンプ場施設及び管路施設における最適な改築シナリオは以下に示すとおりである。 

表 3-9 SM 全体計画における最適な改築シナリオ 
対象

施設 
処理場・ポンプ場施設 管路施設 

改築

シナ

リオ 

単年度予算限度額は 20 億円/年で更新を行うものとし、躯体の更新は行わな

い方針とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出典：和歌山市下水道ストックマネジメント全体計画策定業務委託） 

図 投資額の推移 

当面 10 年間は他の改築事業や市の財政状況を勘案し、2 億円/年の建設費と

し、その後段階的に 5 億円/年まで引き上げる。 
50 年間の事業費は累計 312 億円程度となる。 
2019～2027：2 億円/年 
2028～2030：3～5 億円/年（段階的引き上げ） 
2031～2058：5 億円/年 
2059～   ：14.2 憶円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：和歌山市下水道ストックマネジメント全体計画策定業務委託） 
図 長期改築計画の改築費の推移 

備考 

・実際の工事工程は未考慮のため、更新計画については点検調査を経て再度見直す必要
がある。 

・2018 年度時点において経過年数が目標耐用年数以上のユニットが多く、2070 年度頃
までは超過率が 3.0 以上となるユニットもあるため、必要に応じて優先順位を入れ替
える必要がある。 

・多くのユニットを目標耐用年数以上使用するシナリオであるため、必要に応じ長寿命
化等による延命化も必要である。 

・リスク低減のため、各改築工事においては、より経済的なものを選定し、当シナリオ
よりも改築を前倒しにすることに努める必要がある。 

・躯体等については点検・調査等により劣化状況を都度確認し、修繕等により長寿命化
を図ることで、更新を不要とする。 

 また、将来的には統廃合計画等による事業計画の見直しが必要である。 
・改築計画、財政状況に変動があった際には、その都度シナリオの見直しが必要である。 

改築は、点検・調査を実施し、異常が見られ改築と判断された管渠に対して行われる。 
改築シナリオでは劣化曲線を用いて算出した各管渠の健全度に応じて改築を行うよ

うにしていることから、実際に係る改築費用と乖離する可能性がある。 
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１）管路施設 

 管路の改築対象施設は SM 全体計画において、管路施設を幹線・準幹線施設と支線施設

（面整備管）に分類し、それらをリスク評価して改築の優先度が高い施設の抽出を行い、今

後 50 年間で改築すべき施設と事業費を抽出している状況である。 

更新・投資計画の整理あたっては、これらを改築シナリオの上限額に応じて、各年度で実

施する施設の事業費を積み上げる形で整理を行った。（上限額よりも積み上げた事業費が大

幅に超過する場合は、事業費を分割して次年度の事業費に配賦した。） 

また、合流管きょの事業費については、市で定める汚水比率（表 3-10）から汚水分の事

業費の算定を行った。なお、SM 全体計画における幹線については、すべて幹線に相当する。 

 

表 3-10 管渠における汚水率 

施設 名 称 

汚水率 ％ 

土地 構築物 

管渠 
枝線 40.8 40.8 
準幹線 22.5 22.5 
幹線 13.0 13.0 

          （出典：和歌山市下水道施設資産台帳作成に係る汚水率について 最終版） 
 
 

管路施設の今後 50 年間の更新対象施設を資料編に示す。 
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２）処理場・ポンプ場施設 

 処理場・ポンプ場施設の改築対象設備については、SM 全体計画の改築シナリオにおいて、

計上された設備ユニットから整理した。 

 なお、合流施設については、汚水事業分の事業費を算定するため、市で定めた汚水比率

（表 3-11）に改築費用を乗じて算定するものとした。 

 なお、処理場・ポンプ場施設の更新対象施設一覧において、直近 10 か年の更新投資計画で

実施する工事と重複する設備ユニットについては、本項では事業費を計上しないものとす

る。 

 また、処理場施設の統廃合事業により、2038 年度に和歌川終末処理場は廃止される予定

である。このため、2031～2037 年度までに改築予定の和歌川処理場の設備ユニットについ

ては、改築しない方針とする。 

 

 今後 50 年間における処理場・ポンプ場施設の更新対象施設を資料編に示す。 
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表 3-11 処理場・ポンプ場における汚水率 

施設 名 称 
汚水率 ％ 

土地 
建物 

(付属設備を含) 
構築物 

機械・電気 設備 
受変電設備等 

ポ
ン
プ
場 

手平中継ポンプ場 17.2 3.8 33.3 29.6 
本町中継ポンプ場 40.5 27.4 83.6 65.5 
中之島汚水中継ポンプ場 100.0 
旭橋雨水ポンプ場 0.0 
名草第２汚水中継ポンプ場 

100.0 
毛見汚水中継ポンプ場 
マリーナ汚水中継ポンプ場 
太田汚水中継ポンプ場 
大門川雨水ポンプ場 0.0 
名草第１中継ポンプ場 100.0 
毛見雨水ポンプ場 

0.0 
杭ノ瀬第１調整池ポンプ場 
湊南汚水中継ポンプ場 100.0 
今福雨水ポンプ場 

0.0 西浜雨水ポンプ場 
湊南雨水ポンプ場 
芦原中継ポンプ場 19.0 10.0 33.3 27.1 
和歌浦ポンプ場 64.3 0.0 又は 100.0 46.3 

中
央
終
末
処
理
場 

管理本館 

62.1 

62.1 － 100.0 

名草･中央系沈砂池 
ポンプ棟 

名草系 
62.1 

100.0 
44.3 

中央系 
33.3 

小雑賀系沈砂池ポンプ棟 7.0 28.5 

分水井 
－ 

24.8 
－ 

電磁流量計室 

水処理棟 

前曝気槽 
 

78.5 
 

－ 
最初沈殿池 26.5 
曝気槽 

100.0 
最終沈殿池 

消毒棟（塩素混和池） 
87.7 

26.5 
90.0 

用水棟（再利用水槽） 100.0 

第１放流渠（雨水） 
－ 

0.0 
－ 

第２放流渠（処理水） 26.5 
汚泥処理施設 

100.0 
汚泥焼却施設 
特高受変電室 

62.1 － 68.4 高圧フィーダ室 
自家発電機室 
屋上広場管理室 

62.1        － 工作室 
テント小屋 
その他中央処理場施設 62.1 

三葛地区集会場      62.1      － 

和
歌
川
終
末
処
理
場 

管理本館・旧管理棟 

75.7 

75.7 － 82.6 
芦原系沈砂池ポンプ棟 11.9 

33.3 
－ 

和歌浦系沈砂池ポンプ棟 5.2 32.3 
前曝気槽・凝集槽（分配槽） － 25.0 

－ 
電磁流量計室 25.0 
最初沈殿池 － 25.0 
曝気槽・最終沈殿池 100.0 
ブロワ室 100.0 － 100.0 

消毒棟 
塩素混和池 25.0 
再利用水設備 － 100.0 

放流渠（雨水） 
－ 

0.0 
放流渠（処理水） 25.0 
汚泥処理施設 

100.0 汚泥焼却施設 
高度処理設備 
特高・高圧変電所 

－ 82.6 
自家発電設備 

倉庫 75.7 － 
その他の処理場 75.7 

北部終末処理場 全施設 100.0 

（出典：和歌山市下水道施設資産台帳作成に係る汚水率について 最終版） 
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c）投資計画 

１）処理場の統廃合事業（NW 化） 

処理場施設の統廃合事業に要する事業費は、「平成 28 年度 下経委 第 6 号 和歌山市公

共下水道事業効率化検討業務委託」において整理された事業計画表にて計上された費用を

用いた。 

なお、NW ポンプ施設（和歌川終末処理場）第 1 期整備（2023～2031）については、

直近 10 か年の更新投資計画で実施するものとした。また、NW 管関係第 1 期整備につい

ては、2031 年度で完了する見込みとなっているものの、NW ポンプ施設整備の完了時期

と合わせるため、事業の実施時期を 2030 年度までに完了するよう調整するものとした。 

 

２）汚水事業の面整備 

 汚水事業の面整備の見込みについて、市へのヒアリングから以下に示す整備方針に従い

市で整理した事業費（表 3-12）を用いる。 

 

・2020、2021 年度は整備計画があるものの、 2022 年度以降は整備区域未確定のため、

過去の実績から 15.09 億円 を投資することとする。  

・2027 年度以降は、国が示す汚水整備 概成後となり、交付金額が大幅減となる可能性 

があるため、5 億円 の投資を続けることとする。 

 

表 3-12 汚水の面整備にかけている事業費・整備面積（実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 H31 までは決算ベースの値。 
※2 R2 は実施計画。 
※3 R3 は本要望時の値。 
※4 R4 以降は H30~R3 の平均を伸ばしたもの。(H30 より公営企業会計となり予算が制限されるため) 
※5 普及人口の見直し（人口減少分を加味）R2 以降も人口減と普及人口増が同程度の人数となる 
※6 R9 以降は国が示す汚水整備概成後となり、交付金額が大幅減となる可能性があるため、ペースダ 

ウンし 5 億円の投資を続けることとする。 

整備⾯積(ha)
単年度

普及⼈⼝（⼈） 事業費（千円）

H27 25.9 145,664 1,846,000
H28 27.5 146,403 1,692,000
H29 18.6 147,033 1,936,000
H30 20.3 147,180 1,576,000

↑実績値 H31※1 24.0  ※5 139,223 2,141,000
計画値 R2※2 18.0 139,223 1,381,000

↓想定値 R3※3 11.9 139,223 939,000
R4※4 18.6 139,223 1,509,000
R5 18.6 139,223 1,509,000
R6 18.6 139,223 1,509,000
R7 18.6 139,223 1,509,000
R8 18.6 139,223 1,509,000
R9〜※6 500,000
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３）B-DASH 施設（汚泥焼却施設（ストーカー式））の改築 

 本市では、国土交通省が実施する平成 25 年度の B-DASH プロジェクト（下水道革新的

技術実証事業）にて、「下水道バイオマスからの電力創造システムに関する技術実証研究」

が採択され、国土交通省国土技術政策総合研究所の委託研究事業として、平成 25・26 年度

に本市中央終末処理場に設置した実証施設にて実証研究を実施し、平成 27 年からは自主研

究を継続している。 

 自主研究期間である 7 か年経過後は本実証施設を実設備として使用する方針とし、改築

に必要な概算費用については見積り等により整理した。 

なお、中央終末処理場の既設焼却施設については、設置から約 30 年が経過し、老朽化が

著しいことから、早期に改築に着手する必要があるため、令和 6~7 年を目途に改築するも

のと想定する。 

 

d）更新・投資計画の整理 

 更新・投資計画の整理にあたり今後 50年間において上記で整理された改築シナリオから、

将来の汚水事業に係る更新・投資額について整理を行った。 

 計画策定にあたり、直近 10 か年の更新投資計画を優先し、以後の更新投資について、SM

全体計画及び投資計画に基づき整理を行った。 

 更新・投資費用の推移を図 3-8 に示す。 
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図 3-8 更新・投資費用（汚水分）の推移 
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3－3 中央終末処理場と和歌川終末処理場の統廃合事業 

 

a) 統廃合事業の概要 

本市では、平成 26 年度から下水道事業及び施設の効率化の一環として、中央終末処理場

と和歌川終末処理場間を連結管渠で結ぶネットワーク化の検討を進めており、平成 28 年度

には和歌川を横断するネットワーク連絡管きょや場内ポンプ場や場内配管の施工方法につ

いて検討を行っている。（以下、H28 検討） 

検討の結果、和歌川終末処理場の汚水は和歌浦系・芦原系それぞれをネットワーク管によ

り中央終末処理場へ送水し、水処理を行った後、芦原系の処理水を既設和歌川終末処理場へ

返流させて脱色・放流する案（CASE1）と中央終末処理場で芦原系処理水の脱色工程まで行

う案（CASE2）の 2ケースを最終案としている。ただし、CASE2 は放流先との調整が残る。 

 

 

図 3-9 CASE1 模式図 

 

 

図 3-10 CASE2 模式図 
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b) 実現に向けた課題の整理 

 統廃合事業の実現には各施設での課題を抽出し、官民連携事業実施前に解決しておくべき内

容と民間事業者に課題解決を委ねる内容に整理をする必要がある。 

 統廃合の検討業務の中で想定されている技術課題を表 3-13 に示す。 

 

表 3-13 想定される技術課題 

 
 

  

想定される技術課題
揚⽔施設 NW⽤揚⽔施設の狭隘な⽤地での施⼯性・仮設⼯法

⽔処理施設
凝集沈殿処理の存続要否
凝集沈殿処理による活性汚泥処理への影響

汚泥処理施設
耐⽤年数未達の焼却炉の取扱い・有効利⽤
汚泥有効利⽤⽅法・バイオマス利活⽤

施設全体
設備の⽼朽化、改築更新と統合スケジュールの調整
耐震・耐津波性能評価、対策
河川横断部施⼯の確実性・施⼯⽅法
内挿管きょの⼝径・種類

⽔処理施設
凝集沈殿処理を集約した場合の活性汚泥処理への影響
放流先への影響・変更

汚泥処理施設
B-DASH技術の活⽤
汚泥有効利⽤⽅法・バイオマス利活⽤

施設全体
設備の⽼朽化、改築更新と統合スケジュールの調整
耐震・耐津波性能評価、対策

施設

ネットワーク（NW）管

和歌川STP

中央STP
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1）和歌川終末処理場の技術課題 

【揚水施設】 

ネットワーク用揚水施設の狭隘な用地での施工性・仮設工法 

ネットワークポンプ棟は、和歌川終末処理場を供用中に建設するため、揚水施設・水処理施

設・汚泥処理施設・埋設管路等の既存施設の撤去はネットワークポンプ棟への切り替えまで供

用しなければならない。そのため建設予定地は、砂ろ過棟と芦原系沈砂池の中間に限定される。 

地上建築物等、工事時に移設可能と考えられるが、調整が必要な施設を以下に整理する。こ

の中で場内雨水渠については移設が必須となるため、現在先行して流入渠の切替工事が進めら

れている。 

 

表 3-14 ポンプ棟建設時調整必要施設 

⽀障物 位置 備考 

管理室 ポンプ棟⻄ 移設を検討 

倉庫 ポンプ棟⻄ 移設を検討 

移動式クレーン ポンプ棟南 移設を検討 

砂ろ過棟 ポンプ棟北 5ｍ以上離隔を確保 

芦原系ポンプ室 ポンプ棟東 5ｍ以上離隔を確保 

砂ろ過導⽔渠（地下埋設） ポンプ棟⻄ 1ｍ以上離隔を確保 

場内⾬⽔渠 ポンプ棟 ⼲渉するため、移設を検討 

将来芦原幹線流⼊渠 ポンプ棟東南 ⼲渉するため、法線を変更する 

⼯⽔受⽔槽 ポンプ棟東 移設を検討 

 

仮設土留め工法は、ポンプ棟建設時の周辺への影響を最小限とするため、柱列式地中壁など

の地下躯体外壁の型枠を兼用させる工法を採用することが望ましい。 
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図 3-11 ネットワークポンプ棟配置図 
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【水処理施設】 

凝集沈殿処理の存続要否 

凝集沈殿処理による活性汚泥処理への影響 

和歌川終末処理場へ流入している芦原系の流入水は、化学、染物工場より排出された汚水の

割合が高く、難分解性成分や着色物質を多く含んでいることから、凝集沈殿やオゾン等による

脱色処理が必要である。 

特に工場排水中に含まれる重金属（溶解性マンガン）が後段の脱色処理工程のオゾン酸化後

に発色してしまうため、現状では活性汚泥処理の前段においてアルカリ凝集沈殿法を採用し、

溶解性マンガンの処理を行っている。 

 

 

図 3-12 芦原系沈砂池（流入水が着色している） 
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図 3-13 和歌川終末処理場現状処理フロー 

 

このため、凝集槽、最初沈澱池の pH 管理値は 9.0～9.3 と高くなっていることや曝気槽に流

入すべき BOD や SS 分まで沈殿してしまい、曝気槽の生物処理に必要な栄養源を確保できなくな

り、低負荷運転を行っている状況である。 

 

 統合を実施するに当たり、H28 検討では『芦原系の工場排水からの着色水については、凝集沈

殿及びオゾン設備等による処理が不可欠であるため、現存の和歌川終末処理場にある脱色設備

での処理を基本とする。』とされており、統合後もオゾン処理施設が和歌川終末処理場に残る計

画としている。 

 このため、中央終末処理場で高級処理を行った後、再度ネットワーク管を経由して返送する

ため、ネットワーク管断面の増径や維持管理の分散などの課題が生じる。 

 一方、後述する放流先の課題がクリアできれば、中央終末処理場に全処理施設を集約し上記

課題をクリアすることも可能である。 
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また、活性汚泥処理の低負荷運転については、統合により中央終末処理場への影響も懸念さ

れることから、代替案としてアルカリ凝集沈殿を活性汚泥処理の後段とする方法も考えられる。 

 

 

図 3-14 水処理フロー見直し案 

 

 想定されるメリット・デメリットには下記のような事項があり、これらの事項を明らかにす

るためには、実証実験等による検証が必要になってくる。 

 

○想定されるメリット 

・活性汚泥処理の高負荷運転が可能 

・凝集剤の低減 

・発生汚泥量の低減 

 

●想定されるデメリット 

・反応タンクで硝化反応により pH が低下し、苛性ソーダ凝結剤が増加する恐れ 

・水処理系列を分けない場合はアルカリ凝集沈殿対象水量が増加する 

・反応槽汚水・返送汚泥の pH 上昇による生物処理への影響 

・オゾン処理後放流水の中和設備・中和薬品の増大 

・芦原系流入水 pH の低下時に新たな pH 調整設備の必要性 

・着色排水（溶解性マンガン）の活性汚泥処理への影響 
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【汚泥処理施設】 

耐用年数未達の焼却炉の取扱い・有効利用 

汚泥有効利用方法・バイオマス活用 

 和歌川終末処理場の焼却炉（能力 60t/日）は 2004 年に設置されており、2017 年、2019 年に

炉の改築更新（大規模修繕）を行っており耐用年数未達となっている。 

 このため、統廃合スケジュールにおいては、焼却炉標準耐用年数を考慮する必要がある。 

 

 一方で、中央終末処理場にて汚泥処理も集約されることから、焼却による埋め立ての他に汚

泥有効利用（燃料化・緑農地還元）を実施するメリットが生まれてくる。 

 

【施設全体】 

設備の老朽化・改築更新と統合スケジュールの調整 

耐震・耐津波性能評価、対策 

 本市では令和元年に「和歌山市下水道ストックマネジメント全体計画」において長期的な改

築事業シナリオを策定しているが、ここでは和歌川終末処理場の統合計画を踏まえた内容とは

なっていない。 

 このため、ストックマネジメント計画と統合スケジュールを踏まえた改築計画を策定する必

要がある。 

 

 一方、平成 28 年度に下水道総合地震対策計画を見直しており、和歌川終末処理場では管理本

館、ポンプ施設に加え、ブロワ棟の耐震化及び耐水化を位置付けている。 

 現在、管理本館の耐震化工事が進められている。 

 耐津波対策としては、平成 30 年に耐津波検討が行われており、和歌川終末処理場では管理棟

エリア、芦原系沈砂池ポンプエリア、汚泥濃縮、脱水エリアが浸水深 1.5m 以上になるとされて

いる。 

管理本館については人命保護の観点から早期対策が必要な施設となるが、その他施設につい

ては統合スケジュールと調整を図り、設計・工事の要否を判断する必要がある。 
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表 3-15 和歌川終末処理場防水壁対策が必要となるエリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水深 1.5ｍ以上 
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図 3-15 和歌川終末処理場防水壁対策が必要となるエリア 
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2）ネットワーク管きょの技術課題 

河川横断部施工の確実性・施工方法 

内挿管きょの口径・種類 

 H28 検討では、シールド工法により和歌川を横断する施工計画となっている。和田川には

護岸矢板が打設されており、磁気探査により護岸矢板の根入れ長を調査している。 

 探査結果にも示されているが、対象物が鋼矢板の場合、下端の磁極を磁気反応のピークと

して捉えられるが、この磁極位置は調査孔と対象の鋼矢板の離隔距離によって様々に変化

することが実験により確かめられており、一般的には磁極位置よりも真の鋼矢板先端部が

深いとされている。 

 H28 検討では補正量を踏まえて根入れ長を推定し、矢板の下越しで計画しているが、施工

時に真の根入れ長と異なった場合には縦断計画の見直し、ポンプ能力の見直しなどに影響

する恐れがある。 

 内挿管きょ断面については、圧送流速を 1.0～1.5m/s の範囲とし、ポンプ揚程を踏まえた

上で断面を決定している。 

 内挿断面については流速と揚程、更に共同管きょ（シールド断面）も踏まえた上で縮径も

可能と考える。また、オゾン処理を中央終末処理場で実施することが可能となれば、必要本

数も減り、シールド断面の更なる縮径も可能となる。 
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3）中央終末処理場の技術課題 

【水処理施設】 

凝集沈殿処理を集約した場合の活性汚泥処理への影響 

放流先への影響・変更 

 H28 検討では芦原系のみ別処理として凝集沈殿処理後に活性汚泥処理を行う計画として

いる。現在の和歌川終末処理場では凝集沈殿処理は芦原系のみ行い、活性汚泥処理は和歌浦

系と混合している。従って、中央終末処理場に統合した場合は更なる低負荷運転となる恐れ

があり、前述した凝集沈殿処理を活性汚泥処理の後段とする方法や活性汚泥処理以外の処

理方法を検討する必要がある。 

 

 

図 3-16 中央終末処理場（統合後 和歌川 STP 脱色施設継続） 

 

 現在、和歌川終末処理場の処理水は和歌川に放流されているが、下流側に堰があるため、

和歌川は北に流下し、和歌山港へ流れている。一方、中央終末処理場は和田川を経由し、和

歌浦湾に流れていることから、和歌川終末処理場のオゾン処理も含めた全処理工程を中央

終末処理場に統合した場合は放流先の変更が発生する。 

 和歌川終末処理場の放流色度に関しては和歌山市条例規制値以下となっており、法的な

問題は無いが、放流先地元との調整が必要となる。 

 

表 3-16 和歌山市排出水の色等規制条例 

規制項目 規制基準 

色 排水口における排出水の着色度は、日間平均値 80(最大値 120)以下 

濁り 排水口における排出水の透視度は、20 度以上 

温度 排水口における排出水の水温は、摂氏 40 度以下 

残留塩素 排水口における排出水の残留塩素は、1リットルにつき 2ミリグラム以下 
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【汚泥処理施設】 

B-DASH 技術の活用 

汚泥有効利用方法・バイオマス利活用 

 中央終末処理場では、平成25年度から下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）

による「下水道バイオマスからの電力創造システム」を和歌山市・ＪＳ・京都大学・㈱西原

環境・㈱タクマ共同研究体にて実施している。 

 統合後も本技術を活用した汚泥処理が求められている。 

 

【技術概要】 

本システム技術は、低含水率化技術、エネルギー回収技術、エネルギー変換技術の組み合

わせにより、焼却廃熱を利用して発電を行うもので、特徴としては建設費削減、消費電力削

減と発電（広範な施設規模での電力自立）、補助燃料使用量削減、温室効果ガス排出量削減

効果が期待できるシステムである。 

低含水率化技術：含水率を約 7～10％低減（一液調質脱水機に比べて）、焼却炉補助燃料

使用量を削減。 

エネルギー回収技術：階段炉（乾燥機不要）による低消費電力、低 N2O、安定した自燃運

転、安定熱回収が可能。 

エネルギー変換技術：スクリュー式小型蒸気発電機と蒸気バイナリー発電機の組み合わ

せで中小規模施設を含めて発電可能。 

 

【導入効果】 

LCC;37％削減、GHG 排出量;88％削減、エネルギー消費量;70％削減（従来：一液調質型脱

水機＋流動床炉） 

 

 

図 3-17 B-DASH プロジェクト概要 
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【施設全体】 

設備の老朽化・改築更新と統合スケジュールの調整 

耐震・耐津波性能評価、対策 

 本市では令和元年に「和歌山市下水道ストックマネジメント全体計画」において長期的な

改築事業シナリオを策定しているが、ここでは和歌川終末処理場の統合計画を踏まえた内

容とはなっていない。 

 このため、ストックマネジメント計画と統合スケジュールを踏まえた改築及び増設計画

を策定する必要がある。 

 

 一方、平成 28 年度に下水道総合地震対策計画を見直しており、中央終末処理場では耐震

診断の実施が位置付けられている。 

 

 耐津波対策としては、平成 30 年に耐津波検討が行われており、中央終末処理場では浸水

深 1.5m 以上になる施設はない。 

 

c) 本検討における課題の取扱い 

 本検討においては、これらの課題解決に向けて各種検討が進められているが、結論に至る

には時間を要することから H28 検討結果を用いて後述する各種検討を進めることとする。 

 なお、現時点での候補案としては脱色設備までを中央終末処理場に新設し、和歌川へ放流

する案となっている。 

 

 

図 3-18 採用候補案 

 

  

新設
ポンプ場

和歌川ＳＴＰ 共同管

既設
⽔処理施設

中央ＳＴＰ
和歌浦系

芦原系

放流

和歌浦系（φ600×3）

芦原系（φ450×2）

放流

芦原系（φ450×1）

（廃⽌）
脱⾊

処理施設

新設
⽔処理施設
脱⾊施設



64 

3－4 施設の維持管理状況 

 

a)維持管理月報整理 

1) 中央終末処理場 

【流入下水量】 

 中央終末処理場への晴天時流入下水量は、日平均：約 40,000m3/日、日最大：約 64,000m3/

日である。本処理区は一部合流であり、雨天時には最大約 620,000m3/日（晴天時日最大の

約 9 倍）が流入している。 

 事業計画における日最大汚水量は 54,400m3/日であるため、計画値よりも多い水量が流入

しているが、現有処理能力は 80,400m3/日を有しており、晴天時日最大に対する稼働率は約

80%となっている。 

 なお、晴天時流入下水量は、処理場運転管理月報上、雨天日 1 日を除いて設定しており、

本業務では月報の水量を採用している。 

 

表 3-17 流入下水量及び稼働率（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

  

流入下水量
(雨天時)(m3/日)

年度 日平均 日最大 日最大

2017 39,445 63,700 452,500 80,400 79%
2018 41,396 69,600 617,200 80,400 87%
2019 39,651 58,100 216,800 80,400 72%

現有処理能力
(m3/日)

晴天時日最大に
対する稼働率(%)

流入下水量
(晴天時(m3/日)
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図 3-19 流入下水量の推移（中央終末処理場） 
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【流入水質】 

 2019 年度の流入水質（年平均）は、BOD：約 118mg/L、SS：約 66mg/L、全窒素：約

12mg/L、全リン：約 2mg/L となっており、各項目とも計画値以下となっている。BOD と

SS については年最大では計画値を超える数値を記録している。 

 溶解性マンガン：約 0.1mg/L、着色度：252 となっており、着色度は工場排水の多い和

歌川よりも高くなっている。 

表 3-18 流入水質（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（出典）処理場運転月報、水質分析結果 

図 3-20 流入水質の推移（中央終末処理場） 

 

  

年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小

2017 112.7 195.0 32.3 70 297 13 11.1 29.1 12.5 2.20 3.20 1.53 0.08 0.11 0.04 294 1,131 45

2018 113.1 241.0 55.0 66 327 16 11.2 38.7 17.2 2.23 4.02 1.54 0.09 0.10 0.06 169 566 45

2019 118.1 167.0 67.0 66 331 16 11.6 31.2 17.2 2.35 3.48 1.63 0.08 0.12 0.06 252 898 113
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【放流水質】 

 2019 年度の放流水質（年平均）は、BOD：約 5mg/L、SS：約 3mg/L、全窒素：約

10mg/L、全リン：約 1mg/L、溶解性マンガン：約 0.1mg/L、着色度：16 となっており、

計画値が設定されている項目のうち、全リン以外は計画値以下となっている。 

 計画放流水質は BOD：15mg/L 以下、全リン：1.0mg/L 以下と設定されており、BOD

は年最大で、全リンは年平均・最大で超えている時がある。 

 

表 3-19 放流水質（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）処理場運転月報、水質分析結果 

図 3-21 放流水質の推移（中央終末処理場） 

  

年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小

2017 2.67 7.74 0.70 3 28 1 9.42 15.79 5.59 1.26 4.37 0.03 0.04 0.12 0.01 22 113 11

2018 3.76 12.20 0.81 4 31 1 8.83 25.24 4.40 1.06 5.18 0.06 0.09 0.23 0.02 18 45 11
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【水処理 pH】 

 処理水の pH（年平均）は、最初沈殿池入口：7.2、最初沈殿池出口：7.0～7.1、反応タ

ンク：6.8、最終沈殿池：6.7～6.8 という結果となっており、概ねどの年度も同程度の値を

示している。 

表 3-20 水処理 pH（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-22 水処理 pH の推移（中央終末処理場） 

年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小

2017 7.2 7.4 6.9 7.1 7.3 6.7 6.8 7.0 6.5 6.8 7.1 6.4

2018 7.2 7.5 6.9 7.1 7.3 6.7 6.8 7.0 6.5 6.8 7.1 6.5

2019 7.2 7.4 6.7 7.0 7.6 6.6 6.8 7.0 6.5 6.7 7.0 6.4
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【反応タンク】 

反応タンク流入 BOD・SS は、年最大で計画値を超える日があるものの、年平均では事業

計画値以下であり、特に SS は計画値の半分以下の水質となっている。 

BOD-SS負荷の年平均は 0.15kg/SSkg･日であり、計画値を若干下回る負荷となっており、

MLSS は概ね計画値の 1,800mg/L 付近で推移しているが、2018 年度の中盤あたりから若

干上昇しているようにみえる。 

 

表 3-21 反応タンク流入 BOD・SS（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-23 反応タンク流入 BOD・SS の推移（中央終末処理場） 
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表 3-22 反応タンク流入 BOD-SS 負荷（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

表 3-23 反応タンク流出 MLSS（中央終末処理場） 

 

 

   

 

(注)－ は池休止中を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-24 反応タンク BOD-SS 負荷・MLSS の推移（中央終末処理場） 

  

年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小

2017 - - - - - - 1,551 2,180 970 1,639 2,160 1,120 1,609 2,190 1,000 1,633 2,340 790

2018 2,056 3,090 190 2,156 3,200 1,520 1,610 2,580 950 1,639 2,500 1,010 1,521 2,490 990 1,446 2,420 930
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【脱水機】 

 2019 年度の脱水ケーキ量は年平均で No.3：約 10t/日、No.4：約 12t/日が発生し、含水率

は No.3：79.1%、No.4：78.1%と計画値よりも高い値となっている。 

 稼働時間は No.3、No.4 ともに計画値の 6 時間よりも若干長い 7～8 時間/日の運転であ

り、稼働日数から判断すると週 5.5 日程度の運転となっている。 

 

表 3-24 脱水ケーキ量・含水率、稼働時間・日数（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-25 脱水ケーキ量・含水率、稼働時間の推移（中央終末処理場） 
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年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 － －

2017 10.7 29.3 1.5 11.9 25.4 1.4 78.5 85.4 71.0 77.6 84.1 70.6 7.3 15.0 0.3 8.3 16.0 0.2 315 316

2018 10.0 23.0 0.8 11.0 25.8 0.7 77.5 84.0 68.0 76.8 82.8 69.0 7.0 14.6 0.7 7.4 12.8 0.7 310 303

2019 10.5 23.0 1.7 12.3 26.0 0.6 79.1 85.4 69.5 78.1 83.8 66.0 7.2 12.4 1.5 8.0 14.8 0.8 286 294
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 高分子凝集剤注入率（年平均）は No.3、No.4 共に 0.4～0.5%と、事業計画値の 1.0%以

下の値を示している。 

 

表 3-25 脱水機 高分子凝集剤注入率（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-26 脱水機 高分子凝集剤注入率の推移（中央終末処理場） 
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【焼却炉】 

 2019 年度の焼却炉投入量は年平均で約 32t/日、含水率は 81.1%となっており、含水率は

計画値よりも高い値となっている。 

 稼働時間は年最大：24 時間、稼働日数から判断すると稼働率は約 78%となっており、ほ

ぼ計画値どおりの運転となっている。 
 
表 3-26 焼却炉投入量・含水率、焼却灰量・含水率、稼働時間・日数(中央終末処理場) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-27 焼却炉投入量・含水率、焼却炉稼働時間の推移（中央終末処理場） 
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図 3-28 焼却灰量・含水率の推移（中央終末処理場） 
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【B-DASH 脱水機】 

 中央終末処理場において、B-DASH プロジェクトによる「下水道バイオマスからの電

力創造システム実証事業」が実施され、脱水ケーキ量は 120m3/日、脱水ケーキ含水率は

72%、稼働時間は 14.8～17 時間である。なお薬品注入率（年平均）の最大値は、2019 年

度：0.73%で、中央の既設脱水機への薬品注入率よりもやや高い値である。 

 

表 3-27  B-DASH 脱水機投入汚泥量、含水率、薬品注入率、稼働時間等(中央終末処理場) 

 

 

 

 

(注)薬品溶解濃度は月報に記載がないため、設計指針記載の一般値(0.1～0.3%)の中央値 0.25%と仮定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 3-29 B-DASH 脱水機投入汚泥量、含水率、稼働時間の推移（中央終末処理場） 
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図 3-30 B-DASH 脱水機 高分子凝集剤注入率の推移（中央終末処理場） 
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【B-DASH 焼却炉】 

 焼却炉投入ケーキ量（年平均）は 13～17 m3/日、焼却灰発生量（年平均）は、0.74～

1.34t/日という結果となった。なお、焼却炉稼働時間(年平均)は 13.8～16.2 時間である。 

 

表 3-28 B-DASH 脱水ケーキ投入量・焼却灰発生量・稼働時間・日数(中央終末処理場) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-31 B-DASH 焼却炉ケーキ投入量・焼却灰発生量の推移（中央終末処理場） 
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図 3-32 B-DASH 焼却炉稼働時間の推移（中央終末処理場） 
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【雨水ポンプ】 

 中央終末処理場には、3 台の雨水ポンプが設置されており、稼働時間の年平均は、0.9～

2.8 時間である。特に No.3 雨水ポンプの稼働日数は、No.1,No.2 より多く、約 31 日/年であ

る。 

表 3-29 雨水ポンプ 稼働時間・稼働日数（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-33 雨水ポンプ 稼働時間の推移（中央終末処理場） 
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【合流改善施設】 

 中央終末処理場は、合流改善施設として、簡易高度処理施設（高速ろ過施設）を有して

いる。なお表 3-30 に示すように、放流量の年最大 25,340m3/日は、台風 7 号により発生

した豪雨によるものである（2018 年 7 月 6 日）。また、放流量が 10,000m3/日を超えた日

数は、2017 年度から 2019 年度まで 33 日であるが、そのうちの 25 日は、梅雨の時期もし

くは台風が日本に接近もしくは上陸しやすい時期(5 月～10 月)に記録している。 

 

表 3-30 合流改善施設 放流量・稼働日数（中央終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-34 合流改善施設 放流量の推移（中央終末処理場） 
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2) 和歌川終末処理場 

【流入下水量】 

 和歌川終末処理場への晴天時流入下水量は、2017・2018 年度と比べると 2019 年度で水

量の減少がみられるが、恐らく 2017・2018 年度は降雨の影響を受けていると思われるた

め、2019 年度の日平均：約 18,000m3/日、日最大：約 29,000 m3/日が晴天時に近いと考え

られる。本処理区は一部合流であり、雨天時には最大約 590,000m3/日（晴天時日最大の約

20 倍）が流入している。 

 事業計画における日最大汚水量は 29,200m3/日であるため、ほぼ計画値どおりの水量が流

入しているが、現有処理能力は 50,500m3/日を有しており、晴天時日最大に対する稼働率は

約 60%となっている。 

 なお、晴天時流入下水量は、処理場運転管理月報上、雨天日 1 日を除いて設定しており、

本業務では月報の水量を採用している。 

 

表 3-31 流入下水量及び稼働率（和歌川終末処理場） 
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図 3-35 流入下水量の推移（和歌川終末処理場） 
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【流入水質】 

 2019 年度の流入水質（年平均）は、BOD：約 54mg/L（芦原系、和歌浦系）、SS：約

33mg/L（芦原系）、約 22mg/L（和歌浦系）、全窒素：約 20mg/L、全リン：約 2mg/L、着

色度：116 となっており、各項目とも計画値以下となっている。各項目とも年最大では計

画値を超える数値を記録しており、BOD では和歌浦系が、SS では芦原系が高くなる傾向

にある。 

 溶解性マンガン：0.4mg/L となっており、中央、北部と比較して高い値となっている。 

 

表 3-32 流入水質（和歌川終末処理場） 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）処理場運転月報、水質分析結果 

図 3-36 流入水質の推移（和歌川終末処理場） 

 

  

年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小

2017 68.1 135.0 20.4 85.6 332.0 29.6 55.1 545.0 9.7 23.1 161.8 8.2 21.9 31.8 15.6 1.6 2.8 0.8 0.7 1.0 0.1 132 233 28

2018 68.4 189.0 17.3 85.4 452.0 20.9 35.2 475.0 6.6 25.2 315.0 6.3 21.3 33.9 12.4 1.4 1.9 0.8 0.5 0.8 0.3 124 449 54

2019 53.5 96.6 6.7 53.5 121.0 5.7 33.4 421.7 3.0 22.4 188.0 2.4 20.3 37.2 9.6 1.5 2.7 0.6 0.4 0.9 0.2 116 356 23
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【放流水質】 

 2019 年度の放流水質（年平均）は、BOD：約 2mg/L、SS：約 1mg/L、全窒素：約

8mg/L、全リン：約 0.2mg/L、溶解性マンガン：約 0.2mg/L、着色度：25 となっており、

計画値が設定されている項目は、全て計画値以下となっている。 

 計画放流水質は BOD：15mg/L 以下、全リン：1.0mg/L 以下と設定されており、全リン

は年最大で超えている時がある。 

 

表 3-33 放流水質（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）処理場運転月報 

図 3-37 放流水質の推移（和歌川終末処理場） 

 

 

  

年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小

2017 2.65 11.30 0.32 0.7 4.4 0.5 9.89 23.5 2.27 0.23 0.84 0.01 0.19 1.06 0.02 39 72 14

2018 2.33 12.04 0.78 0.7 2.6 0.5 9.72 22.3 1.14 0.25 1.36 0.03 0.17 3.98 0.01 36 67 14

2019 1.67 5.49 0.16 0.6 2.7 0.5 8.47 20.5 1.07 0.18 1.19 0.01 0.16 1.31 0.02 25 67 11

放流水質

BOD(mg/L) SS(mg/L) 全窒素(mg/L) 全りん(mg/L) 溶解性マンガン(mg/L) 着色度
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【水処理 pH】 

 和歌川終末処理場では、分配・凝集槽において、沈砂池で除去されなかった微細な固形

物を最初沈殿池で沈殿しやすくなるよう高分子凝集剤を添加している。そのため、最初沈

殿池の pH（年平均）は 9.0 と、中央・北部終末処理場の値よりも、かなり高い値を示し

ている。なお、反応タンク以降の pH（年平均）は、反応タンク入口：7.5、反応タンク出

口：約 7.2、最終沈殿池：約 7.5 と、概ねどの年度も同程度の値を示している。 
 

表 3-34 水処理 pH（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-38 水処理 pH の推移（和歌川終末処理場） 

年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小

2017 9.0 9.3 8.2 9.0 9.4 8.3 7.5 8.0 7.2 7.1 7.7 6.7 7.4 7.7 7.0

2018 9.0 9.3 8.3 9.0 9.4 8.3 7.5 8.2 7.2 7.2 7.7 6.9 7.5 7.9 7.0

2019 9.0 9.8 8.0 9.0 9.6 7.9 7.5 8.1 7.2 7.2 7.5 6.9 7.5 7.9 7.2
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pH

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

2017/4/1 2018/4/1 2019/4/1 2020/3/31

最初沈殿池_pH No.1 No.2［−］

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

8.5

2017/4/1 2018/4/1 2019/4/1 2020/3/31

反応タンク_pH 反応タンク⼊⼝
反応タンク出⼝

［−］

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

2017/4/1 2018/4/1 2019/4/1 2020/3/31

最終沈殿池_pH［−］
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【反応タンク】 

 和歌川終末処理場の BOD 値(年平均)は、中央終末処理場の値（2019 年度年平均：121.1）

と比較し、50%程度の値となっている。これは、分配・凝集槽における高分子凝集剤注入に

より、汚水中の懸濁物質や浮遊物質が最初沈殿池で凝集沈殿されたため、反応タンク内の微

生物が必要とする BOD も低下したものと考えられる。また、SS も上記と同様に、中央終

末処理場の値（2018 年度年平均：31.0）の 50%程度の結果となっている。 

なお、MLSS は年平均で約 1,000mg/L と計画値より低めとなっているが、BOD-SS 負荷

は中央の値（2019 年度年平均：0.15）とほぼ同等の 0.12kg/SSkg･日となっている。 

 

表 3-35 反応タンク流入 BOD・SS・BOD-SS 負荷（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-39 反応タンク流入 BOD・SS の推移（和歌川終末処理場） 
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表 3-36 反応タンク流入 BOD-SS 負荷（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

表 3-37 反応タンク流入 MLSS（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-40 反応タンク BOD-SS 負荷・MLSS の推移（和歌川終末処理場） 

 

 

 

  

年度 年平均 年最大 年最小

2017 1,001 1,450 690
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【脱水機】 

 2019 年度の脱水ケーキ量は年平均で約 26t/日が発生し、含水率は 81.0%と計画値よりも

高い値となっている。 

 稼働時間は No.1～No.3 ともに平均 8 時間程度と計画値の 6 時間よりも長い時間運転し

ており、稼働日数から判断すると週 3 日程度の運転となっている。 
 

表 3-38 脱水ケーキ量・含水率、稼働時間・日数（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-41 脱水ケーキ量・含水率、稼働時間の推移（和歌川終末処理場） 
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年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 (No.1) (No.2) (No.3)

2017 22.6 53.1 3.6 81.4 83.5 78.2 7.8 14.3 1.3 7.8 14.3 1.3 7.8 14.3 1.3 190 190 187

2018 19.9 54.6 7.4 81.8 85.7 77.4 6.1 14.0 2.0 6.1 14.0 2.0 6.2 14.0 1.0 215 216 213

2019 25.5 52.1 7.3 81.0 83.6 77.4 8.3 14.0 3.0 8.3 14.0 3.0 8.4 14.0 3.0 143 143 140
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稼働時間(No.2)(h) 稼働時間(No.3)(h) 稼働日数(日)脱水ケーキ量(t/日) 含水率(%) 稼働時間(No.1)(h)



89 

2018 年度、2019 年度の高分子凝集剤注入率（年平均）は 1.1%となっており、事業計画

値を若干超える結果となっている。 

 

表 3-39 脱水機 高分子凝集剤 注入率（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-42 脱水機 高分子凝集剤 注入率の推移（和歌川終末処理場） 

  

年度 年平均 年最大 年最小

2017 1.0 1.5 0.6

2018 1.1 1.7 0.6

2019 1.1 2.0 0.4
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脱⽔機_⾼分⼦凝集剤注⼊率%

事業計画値：1.0 (%)
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【焼却炉】 

 2019 年度の焼却炉投入量は年平均で和歌川分：約 30t/日、受入分：約 15t/日、計約 45t/

日となっており、脱水ケーキ受入量は中央：約 18t/日、北部：約 7t/日となっている。 

 稼働時間は年最大：24 時間、稼働日数から判断すると稼働率は約 40%となっており、計

画値よりも低い稼働率となっている。 

 

表 3-40 焼却炉投入量、脱水ケーキ受入量、焼却灰量、稼働時間・日数(和歌川終末処理場) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-43 焼却炉投入量、脱水ケーキ受入量、稼働時間の推移（和歌川終末処理場） 
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年度 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 年平均 年最大 年最小 (日)

2017 31.6 56.4 0.4 16.5 33.1 0.4 17.6 21.8 14.0 7.1 11.8 3.6 16.4 20.0 12.0 20.6 24.0 1.6 150

2018 32.3 52.8 1.9 13.4 28.7 1.0 15.2 19.6 4.0 6.6 11.3 3.7 16.9 20.0 12.0 20.1 24.0 1.6 109

2019 29.6 53.7 1.0 15.2 41.8 0.9 18.1 20.2 10.9 7.4 11.9 3.3 15.2 20.0 11.0 20.2 24.0 0.4 150

焼却炉
ケーキ投入量(t/日) 焼却灰量(m3/日) 稼働時間(h)受入ｹｰｷ投入量(t/日) 中央ｹｰｷ受入量(t/日) 北部ｹｰｷ受入量(t/日)
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図 3-44 焼却灰量の推移（和歌川終末処理場） 

 

【オゾン処理】 

 2019 年度のオゾン処理稼働日数は年間 40 日で年々減少傾向にある。 

 稼働日数はオゾン注入量が発生した日を稼働日として推計したが、図中でオゾン注入量

が低い日は定期点検（週 1 回 1 時間程度）による稼働であるため、脱色のための稼働は 2019

年度で言えば 4 回程度と思われる。 

 2017 年度に稼働が多いのは景気回復による工場排水量の増加が考えられる。また、本処

理場では流入時には着色がなく、滅菌工程で着色する現象が確認されており、2018 年度か

らその対策として塩素注入量を抑える運転を行っていることも関係していると思われる。 

 

表 3-41 オゾン処理稼働回数と注入量（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-45 オゾン注入量の推移（和歌川終末処理場） 
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【雨水ポンプ】 

 和歌川終末処理場には、表 3-42 に示すように 5 台の雨水ポンプが設置されている。その

中でも稼働時間（年平均）が多いのは、No.1（2018 年度：2.5 時間）と No.2（2018 年度：

3.7 時間）である。同様に、稼働日数（年平均）も、No.1（2018 年度：59 日）、No.2（2018

年度：59 日）が主に稼働している状況である。 

 

表 3-42 雨水ポンプ 稼働時間・稼働日数（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-46 雨水ポンプ 稼働時間の推移（和歌川終末処理場） 
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【合流改善施設】 

 和歌川終末処理場には、合流式下水道緊急改善対策として、既存の最初沈殿池を改造した

貯留能力 2,822 ㎥/日の雨水滞水池が整備された。表 3-43 に示すように、貯留量（年最大）

の最大値は 2019 年度の 2,720m3/日で、雨水滞水池の貯留能力の約 96%を使用しており、

2019 年度では 51 日間の使用となっている。 

 

表 3-43 雨水滞水池 貯留水量・貯留日数（和歌川終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-47 雨水滞水池 貯留水量の推移（和歌川終末処理場） 
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3) 北部終末処理場 

【流入下水量】 

 北部終末処理場への晴天時流入下水量は、日平均：約 6,500m3/日、日最大：約 8,000m3/

日である。本処理区は分流であるが、雨天時には最大約 26,000m3/日（晴天時日最大の約 3

倍）が流入している。 

 事業計画における日最大汚水量は 23,200m3/日であるため、計画値の 3 割程度の流入であ

る。現有処理能力は 17,550m3/日を有しており、晴天時日最大に対する稼働率は約 45%とな

っている。 

 なお、晴天時流入下水量は、中央・和歌川終末処理場運転管理月報上、雨天日 1 日を除い

て設定しており、北部についても同様の考えで整理を行う。 

 

表 3-44 流入下水量及び稼働率（北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

  

流入下水量
(雨天時)(m3/日)

年度 日平均 日最大 日最大

2017 6,442 7,374 20,355 17,550 42%
2018 6,520 8,754 26,473 17,550 50%
2019 6,534 7,753 9,351 17,550 44%

現有処理能力
(m3/日)

流入下水量
(晴天時(m3/日) 晴天時日最大に

対する稼働率(%)
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図 3-48 流入下水量の推移（北部終末処理場） 
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【流入水質】 

 2019 年度の流入水質（年平均）は、BOD：約 223mg/L、SS：約 85mg/L、全窒素：約

49mg/L、全リン：約 4mg/L となっており、SS のみ計画値以下となっている。各項目とも

年最大では計画値を超える数値を記録している。 

 溶解性マンガン：0.01mg/L、着色度：370 となっており、着色度は工場排水の多い和歌

川と比較して高い数値となっている。 

表 3-45 流入水質（北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）処理場運転月報、水質分析結果 

図 3-49 流入水質の推移（北部終末処理場） 
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【放流水質】 

 2019 年度の放流水質（年平均）は、BOD：約 1mg/L、SS：3mg/L、全窒素：約

11mg/L、全リン：約 1mg/L、溶解性マンガン：0.01mg/L、着色度：14 となっており、計

画値が設定されている項目は、全リン以外は計画値以下となっている。 

 計画放流水質は BOD：15mg/L 以下、全リン：1.0mg/L 以下と設定されており、全リン

は年平均・最大で超えている時がある。 

 

表 3-46 放流水質（北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）処理場運転月報、水質分析結果 

図 3-50 放流水質の推移（北部終末処理場） 
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【水処理 pH】 

水処理 pH（年平均）は、最初沈殿池：6.8～7.0、反応タンク：6.7、最終沈殿池：6.3～

6.4 という結果となっており、概ねどの年度も同程度の値を示している。 

 

表 3-47 水処理 pH(北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-51 水処理 pH の推移（北部終末処理場） 
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【反応タンク】 

反応タンク流入 BOD・SS は、BOD は年平均で計画値を超えており、一方、SS は計画値

以下となっている。これは、表 3-45,図 3-49 に示すとおり、処理場流入 BOD が計画値以

上であるためと思われる。 

BOD-SS 負荷の年平均は 0.1kg/SSkg･日であり、計画値を若干下回る負荷となっており、

MLSS は計画値 1,800mg/L より若干高い 2,000mg/L 付近で推移している。 

 

表 3-48 反応タンク流入 BOD・SS  (北部終末処理場) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-52 反応タンク流入 BOD・SS の推移（北部終末処理場） 
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表 3-49 反応タンク流入 BOD-SS 負荷（北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

表 3-50 反応タンク流入 MLSS（北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-53 反応タンク流入 BOD-SS 負荷・MLSS の推移（北部終末処理場） 
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【脱水機】 

 2019 年度の脱水ケーキ量は年平均で約 8t/日が発生し、含水率は 78.7%と計画値よりも

低い値となっている。 

 稼働時間は No.1、No.2 ともに計画値の 6 時間程度の運転であり、稼働日数から判断する

と週 5 日程度の運転となっている。 
 

表 3-51 脱水ケーキ量・含水率、稼働時間・日数（北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-54 脱水ケーキ量・含水率、稼働時間の推移（北部終末処理場） 
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高分子凝集剤注入率（年平均）の最大値は No.1,No.2 共に 1.1%となっており、事業計画

値を若干超える結果となっている（ただし、薬品溶解濃度 0.25%の仮定で算出）。 

 

表 3-52 脱水機 高分子凝集剤注入率（北部終末処理場） 

 

 

 

 

 

(注 1)薬品溶解濃度は月報に記載がないため、設計指針記載の一般値(0.1～0.3%)の中央値 0.25%と仮定 

(注 2)2018/01/12～2019/03/11 において、脱水機汚泥供給濃度のデータがないため薬品注入率は未算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-55 脱水機 高分子凝集剤注入率の推移（北部終末処理場） 
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b) 維持管理委託状況 

1) 維持管理委託契約の整理 

【処理場】 

本市の令和 2 年度における処理場運転管理業務の委託状況を整理する。 

 令和 2 年度においては運転管理委託として 4 本発注しており、2 社が受託している。基本

的に処理場ごとに 1 つの契約となっているが、和歌川終末処理場のみ脱色施設とそれ以外

で 2 本の契約となっている。中央、和歌川（脱色施設含む）は同一業者が受託している。 

4 本全て仕様発注の単年度契約となっており、修繕対応については、備え付け工具、支給

材料等を用いて、現場で修理可能な軽易な修理・造作のみとなっている。 

 

表 3-53 処理場運転管理業務委託状況（令和 2 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

委託名等
発注
方式

受託者
契約
年数

委託金額
（円：税込）

業務場所 仕様書構成 業務概要※2

中央終末処理場
の運転管理業務

仕様
発注

A社 1年 267,324,684
中央終末

　処理場
※1

一般仕様書
特記仕様書
　第1章　ポンプ場および
　　　　　　水処理施設
　第2章　汚泥処理施設
　第3章　焼却炉定期整備

(1)各種機器の運転、監視、点検、
　　調整、整備
(2)軽易な修理造作
(3)放流基準内で放流するために必要
　　な水質・汚泥試験及び理化試験
(4)し渣・沈砂の運搬
(5)各施設の防犯・防火・清掃
(6)その他上記以外の関連指示事項

令和2年度
和歌川終末処理場
運転管理業務委託

仕様
発注

A社 1年 317,237,844
和歌川終末

処理場
（脱色施設除く）

一般仕様書
特記仕様書
　第1章　ポンプ場および
　　　　　　水処理施設
　第2章　汚泥処理施設

(1)各種機器の運転及び監視
(2)各種機器の点検、調整及び整備
(3)軽易な修理造作
(4)放流基準内で放流するために必要
　　な水質・汚泥試験及び理化試験
(5)各施設の防犯・防火・清掃
(6)場内工水メータの検針
(7)場外放流口における放流水の目視
　　確認
(8)合流式下水道改善施設の運転、
　　監視、点検及び整備
(9)その他上記以外の関連指示事項

令和２年度
和歌川終末処理場
脱色施設
運転管理業務委託

仕様
発注

A社 1年 72,454,800
和歌川終末

処理場
脱色施設

一般仕様書（脱色施設）
特記仕様書（脱色施設）

(1)各種機器の運転及び監視
(2)各種機器の点検、調整及び整備
(3)軽易な修理造作
(4)運転操作に必要な水質及び理化
　　試験の補助
(5)各施設の防犯・防火・清掃
(6)その他上記以外の関連指示事項

北部終末処理場
の運転管理業務

仕様
発注

B社 1年 175,530,300 北部終末
処理場

一般仕様書
特記仕様書
　第1章　水処理施設
　第2章　汚泥処理施設

(1)各種機器の運転、監視、点検、
　　調整、整備
(2)軽易な修理造作
(3)放流基準内で放流するために必要
　　な水質日常試験及び定期試験、
　　活性汚泥試験及び一般汚泥試験、
　　理化試験（採水、洗瓶を含む。）
(4)脱水ケーキ、沈砂、し渣及び植栽に
　　おける雑草等の場外搬出
(5)各施設の防犯・防火・清掃
(6)その他上記以外の関連指示事項

（出典）各処理場の契約書及び仕様書　令和2年度

※1　特記仕様書　第1章第6条に、「終末処理場及びポンプ場（中央処理区内における受託者の管理業務受託ポンプ場）のし渣

　　　及び沈砂は和歌川終末処理場に運搬し、し渣・沈砂受入ホッパーに投入すること。」となっている。

※2　業務概要は一般仕様書より引用、「詳細については特記仕様書による」となっている。
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【中継ポンプ場（合流）】 

本市の令和 2 年度における中継ポンプ場（合流）運転管理業務の委託状況を整理する。 

 令和 2 年度においては運転管理委託としてポンプ場ごとに 1 本、計 3 本発注しており、1

社が受託している。受託者は、中央・和歌川終末処理場（脱色施設含む）の運転管理業務と

同一業者となっている。 

3 本全て仕様発注の単年度契約となっており、修繕対応については、軽易な修繕のみとな

っている。本町中継ポンプ場には、合流改善対策として既存施設の改造（貯留能力 600ｍ3）

を実施しているため、合流改善用マンホールポンプ設備の操作・点検がある。 

 

表 3-54 中継ポンプ場（合流）運転管理業務委託状況（令和 2 年度） 

 

 

 

 

 

 

  

委託名等
発注
方式

受託者
契約
年数

委託金額
（円：税込）

業務場所 仕様書構成 業務概要※1

手平中継ポンプ場
の運転管理業務

仕様
発注

A社 1年 19,860,720
手平

中継ポンプ場
（中央処理区）

運転管理業務
仕様書

(1)汚水ポンプ、雨水ポンプの運転操作・点検
(2)沈砂池設備、ゲート設備、脱臭設備の
　　操作・点検
(3)各施設の給油、塗装及び軽易な補修
(4)高圧受電盤、発電設備、動力盤、低圧盤、
　　デスク盤、監視盤等の操作・点検
(5)その他各施設の操作・点検
(6)水質試験用採水補助
(7)各施設の清掃
(8)有資格者の確保と技術者の選任
　　（第1種電気工事士、クレーン運転士、
　　　玉掛技能者、
　　　危険物取扱者甲種もしくは乙種）
(9)その他上記以外の関連指示事項

本町中継ポンプ場
の運転管理業務

仕様
発注

A社 1年 19,752,744
本町

中継ポンプ場
（中央処理区）

運転管理業務
仕様書

(1)汚水ポンプ、雨水ポンプの運転操作・点検
(2)沈砂池設備、ゲート設備、脱臭設備の
　　操作・点検
(3)各施設の給油、塗装及び軽易な補修
(4)合流改善用マンホールポンプ設備の操作
　　・点検（引上げ点検、年3回以上）
(5)高圧受電盤、発電設備、動力盤、低圧盤、
　　デスク盤、監視盤等の操作・点検
(6)その他各施設の操作・点検
(7)水質試験用採水補助
(8)各施設の清掃
(9)有資格者の確保と技術者の選任
　　（第1種電気工事士、玉掛技能者、
　　　危険物取扱者甲種もしくは乙種）
(10)その他上記以外の関連指示事項

令和2年度
芦原中継ポンプ場
運転管理業務委託

仕様
発注

A社 1年 18,598,800
芦原

中継ポンプ場
（和歌川処理区）

仕様書

(1)汚水ポンプ、雨水ポンプの運転操作・点検
(2)沈砂池設備、ゲート設備、脱臭設備の
　　操作・点検
(3)各施設の給油、塗装及び軽易な補修
(4)高圧受電盤、発電設備、動力盤、低圧盤、
　　操作盤、監視盤等の操作・点検
(5)その他各施設の操作・点検
(6)水質試験用採水補助
(7)各施設の清掃
(8)有資格者の確保と技術者の選任
　　（第1種電気工事士、危険物取扱者乙種、
　　　玉掛け技能者）
(9)その他上記以外の関連指示事項

（出典）各中継ポンプ場の契約書及び仕様書　令和2年度

※1　業務概要は仕様書第4条（業務の内容）より引用、雨水や合流改善に関する運転管理の詳細、具体な記述はなく、

　　　（雑則）に「本仕様書に明記されていない事項については、係員の指示に従うものとする。」と規定されている。
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2) 修繕実績の整理 

平成 27 年度から令和元年度までの 5 年間の中央、和歌川、北部の修繕業務の委託状況を

下記の項目で整理した。 

本市の下水道事業は、平成 30 年度に地方公営企業法を適用してから予算制約が厳しくな

り、保全的な修繕ができていない状況である。そのため、実態の修繕需要を把握するため、

平成 27 年度～平成 29 年度の 3 年間の修繕業務委託状況を整理する。 

また、平成 30 年度の西日本豪雨による災害復旧事業については、修繕業務とは別に整理

を行う。 

 

中央終末処理場管理範囲 中央終末処理場、ポンプ場（手平・本町） 

和歌川終末処理場管理範囲 和歌川終末処理場、脱色施設、ポンプ場（芦原） 

北部終末処理場管理範囲 北部終末処理場 
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【中央終末処理場管理】 

 

表 3-55 中央終末処理場管理の修繕業務費と災害復旧事業費の整理（H27～R01） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 7 36 10% 22 387 31% 28 1,224 39% 3 197 4% 0 0 0% 7 3,419 10% 4 7,166 6% 71 12,429 100%

ポンプ場 0 0 0% 3 59 30% 4 156 40% 0 0 0% 0 0 0% 3 1,436 30% 0 0 0% 10 1,651 100%

災害復旧 1 10 25% 1 18 25% 0 0 0% 2 177 50% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 4 205 100%

計 8 45 26 464 32 1,380 5 374 0 0 10 4,855 4 7,166 85 14,285

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 7 36 12% 17 310 30% 24 1,028 42% 1 81 2% 0 0 0% 5 2,951 9% 3 6,140 5% 57 10,545 100%

ポンプ場 0 0 0% 2 35 25% 3 118 38% 0 0 0% 0 0 0% 3 1,436 38% 0 0 0% 8 1,590 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 7 36 19 344 27 1,147 1 81 0 0 8 4,387 3 6,140 65 12,135

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 1 8 8% 4 97 31% 7 302 54% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 1 2,495 8% 13 2,902 100%

ポンプ場 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 1 454 100% 0 0 0% 1 454 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 1 8 4 97 7 302 0 0 0 0 1 454 1 2,495 14 3,356

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 1 7 4% 8 114 33% 11 477 46% 0 0 0% 0 0 0% 3 1,679 13% 1 1,575 4% 24 3,852 100%

ポンプ場 0 0 0% 1 15 33% 1 45 33% 0 0 0% 0 0 0% 1 497 33% 0 0 0% 3 557 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 1 7 9 129 12 523 0 0 0 0 4 2,176 1 1,575 27 4,410

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 5 21 25% 5 98 25% 6 249 30% 1 81 5% 0 0 0% 2 1,272 10% 1 2,070 5% 20 3,791 100%

ポンプ場 0 0 0% 1 20 25% 2 73 50% 0 0 0% 0 0 0% 1 486 25% 0 0 0% 4 579 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 5 21 6 118 8 322 1 81 0 0 3 1,758 1 2,070 24 4,370

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 2 29 25% 3 147 38% 1 61 13% 0 0 0% 1 248 13% 1 1,026 13% 8 1,512 100%

ポンプ場 0 0 0% 0 0 0% 1 37 100% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 1 37 100%

災害復旧 1 10 25% 1 18 25% 0 0 0% 2 177 50% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 4 205 100%

計 1 10 3 47 4 185 3 238 0 0 1 248 1 1,026 13 1,754

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 3 48 50% 1 48 17% 1 55 17% 0 0 0% 1 220 17% 0 0 0% 6 372 100%

ポンプ場 0 0 0% 1 24 100% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 1 24 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 0 0 4 72 1 48 1 55 0 0 1 220 0 0 7 396

10万未満

3年間計
H27-H29

計

10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

1,000万以上 計

R1
10万未満 10～30万未満

10～30万未満

50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上30～50万未満

30～50万未満 50～100万未満

計
H29

H30
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満

1,000万以上200～1,000万未満100～200万未満50～100万未満30～50万未満

100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

H27
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

H28
10万未満 10～30万未満

100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計
5年間計

10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満
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① 処理場修繕 

処理場修繕は 3 年間で 57 本の委託数があり、委託費 10 万円以下が全体の約 12%、10～

30 万円未満、30～50 万円未満が約 72%、50～100 万円未満が約 2%、100 万円以上が約

14%であり、50 万円未満の少額業務が約 84%を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-56 処理場修繕業務（平成 27 年度～平成 29 年度）委託状況 

 

② ポンプ場修繕 

ポンプ場修繕費は 3 年間で 8 本あり、委託費 10～30 万円未満が 2 本、30～50 万円未満

が 3 本、200 万円以上が 3 本となり、50 万円未満の少額業務が約 63%を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-57 ポンプ場修繕業務（平成 27 年度～平成 29 年度）委託状況 
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③ 災害復旧事業費 

平成 30 年度の西日本豪雨被害の復旧事業費は、以下のとおり 100 万円以下の少額業務 4

本の業務委託を行っている。 

 

件   名 金額（円） 

中央終末処理場汚泥棟電気室ガラス取替修繕 97,200 

中央終末処理場屋上スポーツ広場管理事務所屋根修繕 181,440 

手平中継ポンプ場し渣搬出口シャッター修理 882,360 

中央終末処理場管理棟３階バルコニー軒裏天井修理 889,920 

合  計 2,050,920 
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【和歌川終末処理場管理】 

 

表 3-56 和歌川終末処理場管理の修繕業務費と災害復旧事業費の整理（H27～R01） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 5 26 6% 13 255 17% 36 1,656 47% 4 351 5% 5 741 6% 14 6,281 18% 0 0 0% 77 9,310 100%

脱色 0 0 0% 4 65 24% 4 196 24% 0 0 0% 1 199 6% 5 3,326 29% 3 6,480 18% 17 10,266 100%

ポンプ場 1 4 5% 0 0 0% 13 532 65% 0 0 0% 1 158 5% 5 2,662 25% 0 0 0% 20 3,356 100%

災害復旧 0 0 0% 1 12 33% 0 0 0% 2 159 67% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 3 171 100%

計 6 30 18 332 53 2,384 6 510 7 1,098 24 12,269 3 6,480 117 23,103

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 3 18 5% 11 217 17% 35 1,606 56% 3 272 5% 2 276 3% 9 4,000 14% 0 0 0% 63 6,389 100%

脱色 0 0 0% 4 65 29% 3 147 21% 0 0 0% 0 0 0% 4 2,516 29% 3 6,480 21% 14 9,208 100%

ポンプ場 0 0 0% 0 0 0% 12 482 80% 0 0 0% 1 158 7% 2 1,210 13% 0 0 0% 15 1,850 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 3 18 15 282 50 2,235 3 272 3 435 15 7,726 3 6,480 92 17,447

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 1 3 6% 4 88 24% 6 261 35% 2 173 12% 2 276 12% 2 886 12% 0 0 0% 17 1,687 100%

脱色 0 0 0% 1 19 20% 2 98 40% 0 0 0% 0 0 0% 1 259 20% 1 1,350 20% 5 1,727 100%

ポンプ場 0 0 0% 0 0 0% 3 145 75% 0 0 0% 1 158 25% 0 0 0% 0 0 0% 4 303 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 1 3 5 107 11 504 2 173 3 435 3 1,145 1 1,350 26 3,717

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 3 53 14% 16 732 76% 0 0 0% 0 0 0% 2 1,324 10% 0 0 0% 21 2,109 100%

脱色 0 0 0% 2 30 40% 1 49 20% 0 0 0% 0 0 0% 1 691 20% 1 2,074 20% 5 2,843 100%

ポンプ場 0 0 0% 0 0 0% 5 162 100% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 5 162 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 0 0 5 83 22 942 0 0 0 0 3 2,015 1 2,074 31 5,114

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 2 14 8% 4 76 16% 13 613 52% 1 99 4% 0 0 0% 5 1,791 20% 0 0 0% 25 2,593 100%

脱色 0 0 0% 1 16 25% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 2 1,566 50% 1 3,056 25% 4 4,638 100%

ポンプ場 0 0 0% 0 0 0% 4 176 67% 0 0 0% 0 0 0% 2 1,210 33% 0 0 0% 6 1,386 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 2 14 5 92 17 789 1 99 0 0 9 4,566 1 3,056 35 8,617

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 2 8 20% 2 38 20% 1 50 10% 1 80 10% 1 147 10% 3 1,556 30% 0 0 0% 10 1,879 100%

脱色 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 1 810 100% 0 0 0% 1 810 100%

ポンプ場 1 4 33% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 2 778 67% 0 0 0% 3 782 100%

災害復旧 0 0 0% 1 12 33% 0 0 0% 2 159 67% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 3 171 100%

計 3 12 3 50 1 50 3 239 1 147 6 3,144 0 0 17 3,642

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

本数
委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 2 318 50% 2 724 50% 0 0 0% 4 1,042 100%

脱色 0 0 0% 0 0 0% 1 50 50% 0 0 0% 1 199 50% 0 0 0% 0 0 0% 2 249 100%

ポンプ場 0 0 0% 0 0 0% 1 50 50% 0 0 0% 0 0 0% 1 674 50% 0 0 0% 2 724 100%

災害復旧 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 0 0 0 0 2 99 0 0 3 517 3 1,399 0 0 8 2,015

10～30万未満

1,000万以上

10万未満 計
H29

H30
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満

1,000万以上200～1,000万未満100～200万未満50～100万未満30～50万未満

10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満

30～50万未満 50～100万未満

5年間計

計

10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

1,000万以上 計

R1
10万未満

100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

H27
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

H28
10万未満 10～30万未満

3年間計
H27-H28

10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計
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① 処理場修繕 

処理場修繕は 3 年間で 63 本の委託数があり、委託費 10 万円未満が全体の約 5%、10～

30 万円未満が約 17%、30～50 万円が約 56%、50 万円以上が約 22%となり、50 万円未満

の少額業務が約 78%を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-58 処理場修繕業務（平成 27 年度～平成 29 年度）委託状況 

 

② 脱色施設修繕 

脱色施設修繕は 3 年間で 14 本の委託数があり、委託費 50 万円未満が 7 本、200～1,000

万円未満が 4 本、1,000 万円以上が 3 本となり、50 万円未満の少額業務が約 50%、1,000

万円以上が約 21%となり委託費に開きがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-59 脱色施設修繕業務（平成 27 年度～平成 29 年度）委託状況 
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③ ポンプ場修繕 

ポンプ場修繕は 3 年間で 15 本の委託数があり、委託費 30～50 万円未満が 12 本、100～

200 万円未満が 1 本、200～1,000 万円未満が 2 本であり、50 万円未満が全体の約 80%を

占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-60 ポンプ場修繕業務（平成 27 年度～平成 29 年度）委託状況 

 

④ 災害復旧事業費 

平成 30 年度の西日本豪雨被害の復旧事業費は、以下のとおり 100 万円以下の業務 3 本の

業務委託を行っている。 

 

件   名 金額（円） 

和歌川終末処理場管理棟３階事務所他２箇所窓修理一式 118,800 

和歌川終末処理場脱色棟監視室窓修理 590,220 

和歌川終末処理場守衛室修理一式 999,000 

合  計 1,708,020 
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【北部終末処理場管理】 

 

表 3-57 北部終末処理場管理の修繕業務費と災害復旧事業費の整理（H27～R01） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 1 3 4% 8 154 32% 9 355 36% 0 0 0% 2 297 8% 3 1,658 12% 2 2,700 8% 25 5,166 100%

災害復旧 0 0 0% 0 0 0% 1 37 33% 1 81 33% 1 127 33% 0 0 0% 0 0 0% 3 244 100%

計 1 3 8 154 10 391 1 81 3 423 3 1,658 2 2,700 28 5,411

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 1 3 6% 6 105 38% 6 238 38% 0 0 0% 0 0 0% 2 1,042 13% 1 1,350 6% 16 2,738 100%

災害復旧 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

計 1 3 6 105 6 238 0 0 0 0 2 1,042 1 1,350 16 2,738

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 3 41 60% 1 50 20% 0 0 0% 0 0 0% 1 573 20% 0 0 0% 5 663 100%

災害復旧 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

計 0 0 3 41 1 50 0 0 0 0 1 573 0 0 5 663

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 1 3 14% 2 35 29% 3 100 43% 0 0 0% 0 0 0% 1 469 14% 0 0 0% 7 607 100%

災害復旧 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

計 1 3 2 35 3 100 0 0 0 0 1 469 0 0 7 607

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 1 30 25% 2 88 50% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 1 1,350 25% 4 1,468 100%

災害復旧 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

計 0 0 1 30 2 88 0 0 0 0 0 0 1 1,350 4 1,468

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 2 49 40% 2 84 40% 0 0 0% 0 0 0% 0 0 0% 1 1,350 20% 5 1,483 100%

災害復旧 0 0 0% 0 0 0% 1 37 33% 1 81 33% 1 127 33% 0 0 0% 0 0 0% 3 244 100%

計 0 0 2 49 3 121 1 81 1 127 0 0 1 1,350 8 1,727

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

本数
（本）

委託費
（万円）

本数
割合

修繕業務

処理場 0 0 0% 0 0 0% 1 33 25% 0 0 0% 2 297 50% 1 616 25% 0 0 0% 4 945 100%

災害復旧 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

計 0 0 0 0 1 33 0 0 2 297 1 616 0 0 4 945

100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計
3年間計
H27-H29

10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満

100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

H27
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

H28
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満

5年間計

計

10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上 計

1,000万以上 計

R1
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満 1,000万以上

10万未満 計
H29

H30
10万未満 10～30万未満 30～50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～1,000万未満

1,000万以上200～1,000万未満100～200万未満50～100万未満30～50万未満10～30万未満
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① 処理場修繕 

処理場修繕は 3 年間で 16 本の委託数があり、委託費 30 万円未満が約 43%、30～50 万円未満

が約 38%、200～1,000 万円未満が約 19%であり、50 万円未満の少額業務が約 81%を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-61 処理場修繕業務（平成 27 年度～平成 29 年度）委託状況 

 

② 災害復旧事業費 

平成 30 年度の西日本豪雨災害の復旧事業費は以下のとおり、3 本の業務委託を行っている。 

 

件   名 金額（円） 

北部終末処理場汚泥処理棟避雷設備修繕 365,040 

北部終末処理場扉等修繕 810,000 

北部終末処理場フェンス修繕 1,269,000 

合  計 2,444,040 
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3－5 面整備の実施状況と見込み 

 

 中央・和歌川・北部処理区の面整備の実施状況と見込みより、各処理場への流入汚水量及び脱

水汚泥量の将来推移を概略検討する。 

 流入汚水量の将来推計は、各処理区の将来水洗化人口に令和元年度の実績汚水量原単位を乗じ

て簡易推計する。 

将来水洗化人口は面整理の実施状況と見込み、水洗化率から推計する。今後は面整備を実施す

るものの、行政人口の減少と供用開始人口の伸びが同程度のため、供用開始人口は横ばいと想定

される。また、水洗化人口及び水洗化率の実績値は減少傾向であり、今後の伸びが想定されない

ことから、水洗化人口についても横ばいと仮定する。面整備の実績をみると、近年、和歌川処理

区の面整備は行われておらず、中央処理区と北部処理区はほぼ同じ単年度整備面積である。しか

し、和歌川処理区のみ人口実績が極端に落ち込んではおらず、将来の整備区域は現段階では未定

のため、各処理区とも供用開始人口及び水洗化人口の将来値は横ばいで推移していくと仮定する。 

ただし、令和 9 年度以降は、国が示す汚水整備概成後となり、交付金額の減少による管路整備

投資額の大幅な減少の可能性があるため、供用開始人口及び水洗化人口は、令和 9 年度の行政人

口を 100 とした場合の各年度の行政人口比率で減少すると仮定する。将来行政人口は、国立社会

保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）の平成 30（2018）年推計を使用する。社人研

の将来行政人口は 2020～2045 年度までの 5 年ごとの推計値であるため、間は直線補完により推

計する。 

原単位は、令和元年度における処理場への晴天時流入汚水量及び脱水汚泥量実績を水洗化人口

実績で除して設定する。なお、脱水汚泥含水率は令和元年度実績（中央：78.6%、和歌川：81.0%

北部：78.7%）で将来も一定と仮定した。 

概略推計結果を、図 3-62、図 3-63 及び表 3-58 に示す。 

 

  将来流入汚水量＝将来水洗化人口×実績（R01）汚水量原単位 

   将来水洗化人口：令和元年度実績と同値 

ただし、令和 9 年度以降は将来行政人口の減少を考慮して減少 

   実績（R01）汚水量原単位＝実績（R01）晴天時流入汚水量÷実績水洗化人口 

 

  将来脱水汚泥量＝将来水洗化人口×実績（R01）脱水汚泥量原単位 

   実績（R01）脱水汚泥量原単位＝実績（R01）脱水汚泥量÷実績（R01）水洗化人口 

   ※脱水汚泥含水率は R01 実績で将来も一定と仮定 

    脱水汚泥量の実績は脱水機稼働日あたりの平均 
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図 3-62 汚水量及び脱水汚泥量の将来概略推移（処理区別） 
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図 3-63 汚水量及び脱水汚泥量の将来概略推移（合計） 
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表 3-58 汚水量及び脱水汚泥量の将来概略推計結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績← →将来推計

処理区 単位 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27

ha/年 13.7 12.9 7.3 8.5 11.9 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

千円 836,000 660,000 661,000 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

人 91,947 91,524 92,389 89,917 85,263 85,263 85,263 85,263 85,263 85,263 85,263 85,263 84,700 84,100 83,600 83,000 82,400 81,700 81,100 80,500 79,900 79,300 78,700 78,100 77,400 76,800 76,200 75,600 75,000 74,400 73,800

人 74,655 75,898 76,540 76,060 67,028 67,028 67,028 67,028 67,028 67,028 67,028 67,028 66,600 66,100 65,700 65,200 64,800 64,200 63,700 63,300 62,800 62,300 61,900 61,400 60,800 60,400 59,900 59,400 59,000 58,500 58,000

% 81.2% 82.9% 82.8% 84.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6% 78.6%

日平均 m3/日 － － 39,445 41,396 39,651 39,651 39,651 39,651 39,651 39,651 39,651 39,651 39,400 39,100 38,900 38,600 38,300 38,000 37,700 37,400 37,200 36,900 36,600 36,300 36,000 35,700 35,400 35,100 34,900 34,600 34,300

日最大 m3/日 － － 63,700 69,600 58,100 58,100 58,100 58,100 58,100 58,100 58,100 58,100 57,700 57,300 56,900 56,500 56,200 55,600 55,200 54,900 54,400 54,000 53,700 53,200 52,700 52,400 51,900 51,500 51,100 50,700 50,300

ｗｔ-ｔ/日 － － 22.6 21.0 22.8 22.8 22.8 22.8 22.8 22.8 22.8 22.8 22.7 22.5 22.4 22.2 22.0 21.8 21.7 21.5 21.4 21.2 21.1 20.9 20.7 20.5 20.4 20.2 20.1 19.9 19.7

ha/年 0.6 8.8 1.9 0.0 0.0 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

千円 86,000 130,000 69,000 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

人 20,984 21,552 21,202 22,896 21,793 21,793 21,793 21,793 21,793 21,793 21,793 21,793 21,600 21,500 21,400 21,200 21,100 20,900 20,700 20,600 20,400 20,300 20,100 20,000 19,800 19,600 19,500 19,300 19,200 19,000 18,900

人 19,066 19,083 19,124 20,271 18,240 18,240 18,240 18,240 18,240 18,240 18,240 18,240 18,100 18,000 17,900 17,700 17,700 17,500 17,300 17,200 17,100 17,000 16,800 16,700 16,600 16,400 16,300 16,200 16,100 15,900 15,800

% 90.9% 88.5% 90.2% 88.5% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7% 83.7%

日平均 m3/日 － － 21,684 21,616 18,354 18,354 18,354 18,354 18,354 18,354 18,354 18,354 18,200 18,100 18,000 17,800 17,800 17,600 17,400 17,300 17,200 17,100 16,900 16,800 16,700 16,500 16,400 16,300 16,200 16,000 15,900

日最大 m3/日 － － 40,780 43,100 29,100 29,100 29,100 29,100 29,100 29,100 29,100 29,100 28,900 28,700 28,600 28,200 28,200 27,900 27,600 27,400 27,300 27,100 26,800 26,600 26,500 26,200 26,000 25,800 25,700 25,400 25,200

ｗｔ-ｔ/日 － － 22.6 19.9 25.5 25.5 25.5 25.5 25.5 25.5 25.5 25.5 25.3 25.2 25.0 24.7 24.7 24.5 24.2 24.0 23.9 23.8 23.5 23.3 23.2 22.9 22.8 22.6 22.5 22.2 22.1

ha/年 11.6 5.8 9.4 11.8 12.1 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

千円 924,000 902,000 1,206,000 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

人 32,733 33,327 33,442 34,367 32,167 32,167 32,167 32,167 32,167 32,167 32,167 32,167 31,900 31,700 31,500 31,300 31,100 30,800 30,600 30,400 30,100 29,900 29,700 29,500 29,200 29,000 28,800 28,500 28,300 28,100 27,900

人 27,079 27,947 28,318 27,822 25,078 25,078 25,078 25,078 25,078 25,078 25,078 25,078 24,900 24,700 24,600 24,400 24,300 24,000 23,900 23,700 23,500 23,300 23,200 23,000 22,800 22,600 22,500 22,200 22,100 21,900 21,800

% 82.7% 83.9% 84.7% 81.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0%

日平均 m3/日 － － 6,442 6,520 6,534 6,534 6,534 6,534 6,534 6,534 6,534 6,534 6,500 6,400 6,400 6,400 6,300 6,300 6,200 6,200 6,100 6,100 6,000 6,000 5,900 5,900 5,900 5,800 5,800 5,700 5,700

日最大 m3/日 － － 7,374 8,754 7,753 7,753 7,753 7,753 7,753 7,753 7,753 7,753 7,700 7,600 7,600 7,500 7,500 7,400 7,400 7,300 7,300 7,200 7,200 7,100 7,000 7,000 7,000 6,900 6,800 6,800 6,700

ｗｔ-ｔ/日 － － 7.3 8.2 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.8 7.8 7.7 7.7 7.7 7.6 7.5 7.5 7.4 7.3 7.3 7.2 7.2 7.1 7.1 7.0 7.0 6.9 6.9

ha/年 25.9 27.5 18.6 20.3 24.0 18.0 11.9 18.6 18.6 18.6 18.6 18.6 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

千円 1,846,000 1,692,000 1,936,000 1,576,000 2,141,000 1,381,000 939,000 1,509,000 1,509,000 1,509,000 1,509,000 1,509,000 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

人 145,664 146,403 147,033 147,180 139,223 139,223 139,223 139,223 139,223 139,223 139,223 139,223 138,200 137,300 136,500 135,500 134,600 133,400 132,400 131,500 130,400 129,500 128,500 127,600 126,400 125,400 124,500 123,400 122,500 121,500 120,600

人 120,800 122,928 123,982 124,153 110,346 110,346 110,346 110,346 110,346 110,346 110,346 110,346 109,600 108,800 108,200 107,300 106,800 105,700 104,900 104,200 103,400 102,600 101,900 101,100 100,200 99,400 98,700 97,800 97,200 96,300 95,600

% 82.9% 84.0% 84.3% 84.4% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.2% 79.3% 79.2% 79.3% 79.2% 79.2% 79.2% 79.3% 79.2% 79.3% 79.2% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3% 79.3%

日平均 m3/日 － － 67,571 69,532 64,539 64,539 64,539 64,539 64,539 64,539 64,539 64,539 64,100 63,600 63,300 62,800 62,400 61,900 61,300 60,900 60,500 60,100 59,500 59,100 58,600 58,100 57,700 57,200 56,900 56,300 55,900

日最大 m3/日 － － 111,854 121,454 94,953 94,953 94,953 94,953 94,953 94,953 94,953 94,953 94,300 93,600 93,100 92,200 91,900 90,900 90,200 89,600 89,000 88,300 87,700 86,900 86,200 85,600 84,900 84,200 83,600 82,900 82,200

ｗｔ-ｔ/日 － － 52.5 49.1 56.2 56.2 56.2 56.2 56.2 56.2 56.2 56.2 55.8 55.5 55.1 54.6 54.4 53.9 53.4 53.0 52.7 52.3 51.9 51.4 51.1 50.5 50.3 49.8 49.6 49.0 48.7

ha/年 14.3 21.7 9.2 8.5 11.9 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

千円 922,000 790,000 730,000 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

人 112,931 113,076 113,591 112,813 107,056 107,056 107,056 107,056 107,056 107,056 107,056 107,056 106,300 105,600 105,000 104,200 103,500 102,600 101,800 101,100 100,300 99,600 98,800 98,100 97,200 96,400 95,700 94,900 94,200 93,400 92,700

人 93,721 94,981 95,664 96,331 85,268 85,268 85,268 85,268 85,268 85,268 85,268 85,268 84,700 84,100 83,600 82,900 82,500 81,700 81,000 80,500 79,900 79,300 78,700 78,100 77,400 76,800 76,200 75,600 75,100 74,400 73,800

% 83.0% 84.0% 84.2% 85.4% 79.6% 79.6% 79.6% 79.6% 79.6% 79.6% 79.6% 79.6% 79.7% 79.6% 79.6% 79.6% 79.7% 79.6% 79.6% 79.6% 79.7% 79.6% 79.7% 79.6% 79.6% 79.7% 79.6% 79.7% 79.7% 79.7% 79.6%

日平均 m3/日 － － 61,129 63,012 58,005 58,005 58,005 58,005 58,005 58,005 58,005 58,005 57,600 57,200 56,900 56,400 56,100 55,600 55,100 54,700 54,400 54,000 53,500 53,100 52,700 52,200 51,800 51,400 51,100 50,600 50,200

日最大 m3/日 － － 104,480 112,700 87,200 87,200 87,200 87,200 87,200 87,200 87,200 87,200 86,600 86,000 85,500 84,700 84,400 83,500 82,800 82,300 81,700 81,100 80,500 79,800 79,200 78,600 77,900 77,300 76,800 76,100 75,500

ｗｔ-ｔ/日 － － 45.2 40.9 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3 48.0 47.7 47.4 46.9 46.7 46.3 45.9 45.5 45.3 45.0 44.6 44.2 43.9 43.4 43.2 42.8 42.6 42.1 41.8

ha/年 25.3 18.7 16.7 20.3 24.0 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

千円 1,760,000 1,562,000 1,867,000 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

人 124,680 124,851 125,831 124,284 117,430 117,430 117,430 117,430 117,430 117,430 117,430 117,430 116,600 115,800 115,100 114,300 113,500 112,500 111,700 110,900 110,000 109,200 108,400 107,600 106,600 105,800 105,000 104,100 103,300 102,500 101,700

人 101,734 103,845 104,858 103,882 92,106 92,106 92,106 92,106 92,106 92,106 92,106 92,106 91,500 90,800 90,300 89,600 89,100 88,200 87,600 87,000 86,300 85,600 85,100 84,400 83,600 83,000 82,400 81,600 81,100 80,400 79,800

% 81.6% 83.2% 83.3% 83.6% 78.4% 78.4% 78.4% 78.4% 78.4% 78.4% 78.4% 78.4% 78.5% 78.4% 78.5% 78.4% 78.5% 78.4% 78.4% 78.4% 78.5% 78.4% 78.5% 78.4% 78.4% 78.4% 78.5% 78.4% 78.5% 78.4% 78.5%

日平均 m3/日 － － 45,887 47,916 46,185 46,185 46,185 46,185 46,185 46,185 46,185 46,185 45,900 45,500 45,300 45,000 44,600 44,300 43,900 43,600 43,300 43,000 42,600 42,300 41,900 41,600 41,300 40,900 40,700 40,300 40,000

日最大 m3/日 － － 71,074 78,354 65,853 65,853 65,853 65,853 65,853 65,853 65,853 65,853 65,400 64,900 64,500 64,000 63,700 63,000 62,600 62,200 61,700 61,200 60,900 60,300 59,700 59,400 58,900 58,400 57,900 57,500 57,000

ｗｔ-ｔ/日 － － 29.9 29.2 30.7 30.7 30.7 30.7 30.7 30.7 30.7 30.7 30.5 30.3 30.1 29.9 29.7 29.4 29.2 29.0 28.8 28.5 28.4 28.1 27.9 27.6 27.5 27.2 27.1 26.8 26.6

出典）市作成資料、整備量調書（和歌山市公共下水道整備面積推移表、和歌山市公共下水道整備人口推移表）、決算累計（R1追加）.xls

※1　事業費において、決算累計（R1追加）の各処理区の計と市作成資料との差額は改築事業費として、事業開始年が最も古い中央処理区へ一括計上した。また、H30,R01は処理区別事業費が不明のため「－」とした。

※2　汚水量及び脱水汚泥量はR01年度の水洗化人口あたりの原単位により簡易推計を行うものとし、各処理区の原単位は以下のとおりとする。なお、脱水汚泥含水率はR01年度実績で将来も一定と仮定し、脱水汚泥量は稼働日あたりの平均である。

中央 汚水量（日平均） 0.5916 m3/日・人 汚水量（日最大） 0.8668 m3/日・人 脱水汚泥量 0.3402 wt-kg/日・人 脱水汚泥含水率 78.6 % 脱水機稼働日数（R01) 290 日

和歌川 汚水量（日平均） 1.0063 m3/日・人 汚水量（日最大） 1.5954 m3/日・人 脱水汚泥量 1.3980 wt-kg/日・人 脱水汚泥含水率 81.0 % 脱水機稼働日数（R01) 142 日

北部 汚水量（日平均） 0.2605 m3/日・人 汚水量（日最大） 0.3092 m3/日・人 脱水汚泥量 0.3150 wt-kg/日・人 脱水汚泥含水率 78.7 % 脱水機稼働日数（R01) 260 日

中央
+

和歌川

整備面積

事業費

供用開始人口

水洗化人口

水洗化率

汚水量

脱水汚泥量

水洗化率

汚水量
※2

脱水汚泥量
※2

合計

整備面積

事業費

供用開始人口

水洗化人口

水洗化率

汚水量

脱水汚泥量

項目

中央

和歌川

整備面積

事業費

供用開始人口

水洗化人口

水洗化率

汚水量
※2

脱水汚泥量
※2

整備面積

事業費
※1

供用開始人口

水洗化人口

水洗化率

脱水汚泥量
※2

汚水量
※2

中央
+

北部

整備面積

事業費

供用開始人口

水洗化人口

水洗化率

汚水量

脱水汚泥量

北部

整備面積

事業費

供用開始人口

水洗化人口
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3－6 汚泥処理の方針 

 

a) 現在の処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）和歌山市作成資料（令和 2 年 11 月 4 日） 

 

b) B-DASH 施設の概要 

 国土交通省が実施する B-DASH プロジェクト（下水道革新的技術実証事業）として、平成 25

年度より「下水道バイオマスからの電力創造システムに関する技術実証研究」が中央終末処理場

にて行われている。 

 この実証研究のため、既設流動床炉施設の横に以下の施設が設置されている。 

 

主な B-DASH 施設 台数 型式 仕様 
汚泥濃縮機 1 台 回転ドラム式 処理能力 30m3/時 

汚泥脱水機 1 台 機内二液調質型遠心脱水機 処理能力 15m3/時 

焼却炉 1 台 次世代型階段炉 定格焼却量 35t/日 

廃熱ボイラ 1 台 自然循環式水管ボイラ 定格蒸発量 1.5t/時 

排ガス集じん器 1 台 バグフィルタ 処理ガス量 8,000m3N/時 

排煙処理塔 1 台 アルカリ吸収式 処理ガス量 8,000m3N/時 

小型蒸気発電機 1 台 スクリュー式 想定発電量 35kW(届出 40kW) 

バイナリー発電機 1 台 ORC 廃熱回収方式 想定発電量 65kW 以上(届出 100kW) 
（出典）国土交通省 B-DASH プロジェクト 

「下水道バイオマスからの電力創造システムに関する技術実証研究」パンフレット 

 

c) B-DASH 施設実運転の課題 

 イ 他処理場の脱水汚泥の焼却 

  北部終末処理場の脱水汚泥受入と、和歌川終末処理場焼却施設の定期点検時の汚泥受入が必

要である。ただし、他処理場の脱水汚泥は含水率が高く焼却できないため、汚泥乾燥機が必要

である。 

 

  令和元年度の各処理場からの脱水ケーキ量と含水率（年平均）を月報整理結果よりまとめ

る。 



119 

  B-DASH 脱水機による脱水ケーキの含水率 72.4%であれば焼却炉での自燃が可能である

が、その他の脱水ケーキでは補助燃料を使用しても汚泥の塊が大きくなり、内部まで燃焼でき

ない。 

 

表 3-59 脱水ケーキ量・含水率（令和元年度） 

処理場 
脱水ケーキ量 脱水ケーキ含水率 

1 台目 2 台目 計 1 台目 2 台目 計 
中央 10.5 t/日 12.3 t/日 22.8 t/日 79.1% 78.1% 78.6% 

和歌川 － － 25.5 t/日 － － 81.0% 

北部 － － 7.9 t/日 － － 78.7% 

(参考)B-DASH － － 17.7t/日 － － 72.4% 

中央+北部 － － 30.7 t/日 － － 78.6% 

(参考)B-DASH+北部 － － 25.6 t/日 － － 74.4% 

中央+北部+和歌川 － － 56.2 t/日 － － 79.7% 

※(参考)B-DASH は中央分脱水ケーキの含水率を 72.4%とした場合 

 

 ロ 実運転施設としての安定運転 

  交互運転用機器の設置及び自動運転対応と汚泥処理の運転監視集中化が必要である。 

 

d) 既設流動床炉施設運転継続の課題 

 イ 施設の老朽化対策 

  中央終末処理場の汚泥焼却炉は、平成 3 年度の運転開始から 29 年が経過しており老朽化が

進んでいるため改築更新工事が必要である。 

  和歌川終末処理場の汚泥焼却炉は、平成 16 年度の運転開始から 16 年が経過しているが、

焼却炉本体の改築工事を実施済であり、今年度においても空気予熱器の更新工事を実施予定の

ため、今後 15 年程度は運転継続可能であると考えられる。 

 

e) 今後の検討方針 

【全体構想】 

 ①北部終末処理場の焼却炉計画は、汚水量の将来概略推計を考慮すると焼却炉の建設は可能性

が低い。そのため、北部終末処理場の脱水汚泥は、現状と同様、中央終末処理場（中央終末

処理場の焼却炉が定期点検等で停止した際は、和歌川終末処理場）への搬出等が将来も続く

ものとする。 

 

 ②和歌川終末処理場の現有焼却炉は、現在改築中であるため、今後 15 年程度（中央終末処理場

と和歌川終末処理場の統廃合完了まで）は使用を前提に考えている。統廃合後は中央終末処

理場にて全量を焼却する。統廃合完了までの間は和歌川の 1 炉のみでは定期点検時に処理が

できなくなるため、定期点検時等の相互補完のために中央にも 1 炉の 2 炉体制とする。 
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 ③汚泥処理方式は、分離濃縮への変更は有効であるが、現状で運用可能であるため変更は考え

ていない。また、汚泥消化は、計画に位置付けられているが、コスト面、雨天時等の性状維

持困難性、たい肥化への影響（施肥成分の低下）を考慮すると、導入することは困難である。 

  よって、脱水汚泥量の将来発生量は「3-5 面整備の実施状況と見込み」での将来概略推計結

果から大きく変わらないものと想定される。 

 

【B-DASH 焼却炉（ストーカー炉）の活用方針】 

 ①B-DASH 焼却炉（ストーカー式）の活用根拠 

 中央終末処理場の焼却炉については、B-DASH 焼却炉（ストーカー式）を改修しての活用、

あるいは既設焼却炉（流動床式）を改築して使用のどちらかとなる。改修・改築費用及び年間

運転費用を比較すると、初期投資及び年間運転費用ともに B-DASH 焼却炉（ストーカー式）の

改修が安価となる。 

  一方、下水道法の改正により汚泥の燃料又は肥料への利活用が努力義務化され、本市におい

ても汚泥の利活用を検討しているところである。B-DASH 焼却炉は、廃熱による発電が可能な

施設であり、汚泥の未利用エネルギーとしての活用が可能である。 

  以上より、経済性及び汚泥の利活用性で優位なため、中央終末処理場における焼却炉は B-

DASH 焼却炉（ストーカー式）を改修して活用する。 

 

②乾燥機（補機）の必要性 

補助燃料を使用しても、汚泥の塊が大きく内部まで燃焼しない（実証実験で確認済）ため、

ストーカー炉には乾燥機が必要である。なお、乾燥機は焼却炉の補機として設置する。 

一方、低含水率脱水法+ポリ鉄 2 液脱水とした場合は、汚泥がパラパラとなり、ストーカー炉

での燃焼に適した汚泥性状となり、乾燥機がなくても自燃可能（実証実験で確認済）となる。

ただし、実証実験は安定時のみの実施であるため、より安定的な燃焼をするためには乾燥機が

必要である。 

 

③乾燥機（補機）の位置づけ 

中央終末処理場と和歌川終末処理場が統廃合され、低含水率脱水法+ポリ鉄 2 液脱水が導入

されれば、中央と和歌川分の脱水汚泥に対しては乾燥機なしでも自燃可能であるが、より安定

的な燃焼をするためには乾燥機が必要となる。また、北部終末処理場の焼却炉建設の可能性が

低いため、北部の脱水汚泥をストーカー炉で燃焼させるためには乾燥機が必要となる。よって、

ストーカー炉で焼却する限り乾燥機は必要な施設となる見込みである。 

 

④汚泥処理方針（案） 

北部終末処理場の焼却炉計画、低含水率脱水の導入、汚泥利活用方針、ストーカー炉の次期
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改築方針等によって、焼却炉・乾燥機の処理能力、有無も含めて変更となる。また、下水道法

の改正により汚泥の燃料又は肥料への利活用が努力義務化され、本市においても汚泥の利活用

を検討しているところである。県内に汚泥の利活用に資する施設が存在するため、まずは焼却

炉オーバーホール（以下、「OH」という）時の汚泥について利活用の試験運用を行う。試験運

用結果を踏まえ、将来の本格運用の可否も含めて、今後汚泥処理の全体構想策定による詳細検

討が必要である。 

次頁以降に以下の 3 ケースごとの汚泥処理フローを示す。汚泥量及び施設投入量は、脱水汚

泥量の実績値と「3-5 面整備の実施状況と見込み」での将来概略推計結果等をもとに稼働日あ

たりの平均量で設定しているため、実際の施設能力は計画汚泥量や施設稼働率等をもとに再検

討が必要である。 

  ケース①：中央に低含水率脱水導入+北部と和歌川汚泥を乾燥する場合 

  ケース②：中央に低含水率脱水導入+北部汚泥を乾燥+OH 時汚泥利活用の場合 

  ケース③：（参考）中央に低含水率脱水を導入せず、中央の脱水汚泥を全量乾燥する場合 

 

   今回検討ではケース②の処理フローを採用し、汚泥処理方針（案）を整理する。 

 

 【汚泥処理方針（案）】 

・中央：脱水機を低含水率脱水法に更新し、既設流動床炉は廃止してストーカー炉を中央・和

歌川統廃合完了まで使用する。 

  （統廃合完了が R19 年度末と想定すると実証実験開始（H25 年度）からは 25 年間使用） 

・和歌川：既設流動床炉は中央・和歌川統廃合完了まで使用し、中央と和歌川で各 1 炉の 2 炉

体制とする。 

  （R2 年度改築済み。統廃合完了が R19 年度末と想定すると R3 年度から 17 年間使用） 

 ・北部：脱水汚泥は引き続き中央へ（中央焼却炉 OH 時は和歌川へ）搬送する。 

  （将来的には北部脱水汚泥の利活用も目指す） 

 ・北部脱水汚泥は含水率が高く、そのままではストーカー炉で焼却できないため、焼却炉の補

機として乾燥機を設置し、乾燥後焼却する。 

・中央・和歌川の焼却炉 OH 期間の汚泥は利活用する。（中央ストーカー炉改修工事に OH 期

間の汚泥利活用業務（最終処分）をパッケージ化：詳細は 5-4「技術的課題解決後に発注す

る官民連携スキーム」参照） 

・中央・和歌川統廃合後の汚泥処理については、中央での焼却炉 2 炉体制と想定されるが、焼

却炉以外の汚泥処理・利活用方法も含めて、汚泥処理の全体構想策定による詳細検討が必要

である。 
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◆ケース①：中央に低含水率脱水導入+北部と和歌川汚泥を乾燥する場合 

【中央・和歌川統廃合前 低含水率脱水、乾燥機導入後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央・和歌川統廃合第 1 期（和歌浦系統合）後】（令和 14 年度からと想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央・和歌川統廃合第 2 期（芦原系統合）後】（令和 20 年度からと想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.9

78.7%

1.7 19.4

(33.4) 40.0% 66.2%

(80.4%) (10.9) (28.6)

17.7 投入量8(34) (40.0%) (60.1%) 既設能力35

72.4% 中央OH時 和歌川OH時

(25.6) (25.5)

(74.4%) (81.0%) 既設能力45

25.5 25.5 (51.1)

81.0% 81.0% (77.7%)

既設能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量）

※括弧はOH時の汚泥量等を表す

和歌川T 脱水

脱水
（低含水率）

乾燥機
（補機）

流動床炉
（長寿命化）

流動床炉
（廃止）

B-DASH
ストーカ炉

中央T

北部T 脱水

7.6

78.7%

1.6 27.1

(19.6) 40.0% 68.0%

(80.1%) (6.5) (32.0)

25.5 投入量8(20) (40.0%) (65.8%) 既設能力35

72.4% 中央OH時 和歌川OH時

和歌浦系統合 (33.1) (12.0)

(73.8%) (81.0%) 既設能力45

12.0 12 (45.1)

81.0% 81.0% (75.7%)

既設能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量）

※括弧はOH時の汚泥量等を表す

脱水

流動床炉
（廃止）

乾燥機
（補機）

流動床炉
（長寿命化）

和歌川T 脱水

中央T

脱水
（低含水率）

B-DASH
ストーカ炉

北部T

7.2

78.7%

32.2 39.4

72.4% 73.5%

投入量20(40)

和歌浦系+芦原系統合

投入量20(40)

0.0

能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量）

※括弧はOH時の汚泥量等を表す

※新設焼却炉については、OH時や他の
　汚泥利活用方法等の再検討が必要

流動床炉
（廃止）

脱水
(廃止)

脱水
（低含水率）

焼却炉
（新設）

北部T 脱水

和歌川T

焼却炉
（新設）

中央T
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◆ケース②：中央に低含水率脱水導入+北部汚泥を乾燥+OH 時汚泥利活用の場合【今回採用案】 

【中央・和歌川統廃合前 低含水率脱水、乾燥機導入後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央・和歌川統廃合第 1 期（和歌浦系統合）後】（令和 14 年度からと想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.9

78.7%

1.7 19.4
40.0% 66.2%

17.7 投入量8 既設能力35

72.4% 中央OH時 中央OH時

(7.9) (17.7)

(78.7%) (72.4%) 既設能力45

25.5 25.5 (33.4)

81.0% 81.0% (80.4%)

和歌川OH時 既設能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量） (25.5)

※括弧はOH時の汚泥量等を表す (81.0%)

投入量(26)

北部T 脱水

B-DASH
ストーカ炉

中央T 乾燥機
（補機）

脱水
（低含水率）

流動床炉
（廃止）

和歌川T 脱水
流動床炉
（長寿命化）

汚泥
利活用

7.6

78.7%

1.6 27.1
40.0% 68.0%

25.5 投入量8 既設能力35

72.4% 中央OH時

和歌浦系統合 (33.1)

(73.8%) 既設能力45

12.0 12 (45.1)

81.0% 81.0% (80.1%)

和歌川OH時 既設能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量） (12.0)

※括弧はOH時の汚泥量等を表す (81.0%)

投入量(34)

北部T 脱水
※北部T脱水汚泥も将来的に利活用
　可能とした場合

脱水
（低含水率）

流動床炉
（廃止）

中央T 乾燥機
（補機）

B-DASH
ストーカ炉

和歌川T 脱水
流動床炉
（長寿命化）

汚泥
利活用
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【中央・和歌川統廃合第 2 期（芦原系統合）後】（令和 20 年度からと想定） 

 ＜北部 T 脱水汚泥を中央 T へ搬送する場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜北部 T 脱水汚泥を常時利活用する場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.2

78.7%

32.2 39.4 (20.0)

72.4% 73.5% (73.5%)

投入量20(20)

和歌浦系+芦原系統合

投入量20(20)

0.0

中央1基OH時 能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量） (19.4)

※括弧はOH時の汚泥量等を表す (73.5%)

投入量(20)

北部T 脱水
※新設焼却炉については、OH時や他の
　汚泥利活用方法等の再検討が必要

焼却炉
（新設）

中央T 脱水
（低含水率）

焼却炉
（新設）

和歌川T 脱水
(廃止)

流動床炉
（廃止）

汚泥
利活用

7.2

78.7%

32.2 (17.0)

72.4% (72.4%)

中央1基OH時 投入量17(17)

(15.2)

和歌浦系+芦原系統合 (72.4%)

投入量17(17)

0.0

能力60

7.2 (22.4)

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量） 78.7% (73.5%)

※括弧はOH時の汚泥量等を表す 投入量8(23)

脱水
※新設焼却炉については、OH時や他の
　汚泥利活用方法等の再検討が必要

北部T

中央T 脱水
（低含水率）

焼却炉
（新設）

流動床炉
（廃止）

焼却炉
（新設）

和歌川T 脱水
(廃止)

汚泥
利活用
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◆ケース③：（参考）中央に低含水率脱水を導入せず、中央の脱水汚泥を全量乾燥する場合 

【中央・和歌川統廃合前 乾燥機導入後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央・和歌川統廃合第 1 期（和歌浦系統合）後】（令和 14 年度からと想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央・和歌川統廃合第 2 期（芦原系統合）後】（令和 20 年度からと想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.9

78.7%

22.8 30.7 (56.2) 6.6 (19.0)

78.6% 78.6% (79.7%) 40.0% (40.0%)

投入量31(57) 既設能力35

中央OH時 和歌川OH時

(30.7) (25.5)

(78.6%) (81.0%) 既設能力45

25.5 25.5 (56.2)

81.0% 81.0% (79.7%)

既設能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量）

※括弧はOH時の汚泥量等を表す

北部T

中央T

和歌川T

B-DASH
ストーカ炉

流動床炉
（廃止）

乾燥機
（補機）

流動床炉
（長寿命化）

脱水

脱水

脱水

7.6

78.7%

32.9 40.5 (52.5) 8.7 (18.3)

78.6% 78.6% (79.1%) 40.0% (40.0%)

投入量41(53) 既設能力35

中央OH時 和歌川OH時

和歌浦系統合 (40.5) (12.0)

(78.6%) (81.0%) 既設能力45

12.0 12 (52.5)

81.0% 81.0% (79.1%)

既設能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量）

※括弧はOH時の汚泥量等を表す

脱水

和歌川T 脱水
流動床炉
（長寿命化）

流動床炉
（廃止）

中央T 脱水
乾燥機
（補機）

B-DASH
ストーカ炉

北部T

7.2

78.7%

41.6 48.8

78.6% 78.6%

投入量25(49)

和歌浦系+芦原系統合

投入量25(49)

0.0

能力60

単位：wt-t/日（汚泥量は稼働日あたり平均量）

※括弧はOH時の汚泥量等を表す

※新設焼却炉については、OH時や他の
　汚泥利活用方法等の再検討が必要

流動床炉
（廃止）

脱水
焼却炉
（新設）

北部T 脱水

和歌川T 脱水
(廃止)

焼却炉
（新設）

中央T


